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ルシヨン（Roussillon, Provence, France）のカフェ

フランスの原子力発電は、全電力の75％を賄い、国内各地
ばかりでなく、原子力発電を止めてしまったイタリア、止
めようとしているドイツ、ベルギー、スイスのほか、スペ
イン、イギリスへも輸出している。そのような国々の脱原
子力論争は、フランスあっての戯言か。
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3月19日、小泉総理大臣が本部長を務
めている政府の地球温暖化対策推進本
部が開催され、新しい「地球温暖化対策
推進大綱」が決定した。わが国は京都議
定書（COP3）において、炭酸ガスを
1990年比にして6％削減することとなっ
ているが、現行の対策だけでは、2010年
には1990年比で7％増となるため、合わ
せて13％の削減を余儀なくされている。
この大綱は、その13％の削減を行うた
め、具体的な対策・施策を明らかにし
たものである。
大綱の基本的考え方としては、1）温

暖化対策が技術革新や雇用の創出など
経済の活性化につながる、2）国、地方
自治体、事業者、国民が総力を挙げて取
り組む、3）米国、開発途上国が共通の
ルールで参加できるように最大限の努
力を傾ける、としている。また、2004年、
2007年には対策・施策の進捗状況の評
価をし、必要に応じて見直しを行う事
が明記されている。

新大綱の大きなポイントは、エネル
ギーを生産する過程での炭酸ガスの削
減として、省エネで2,200万トン、新エ
ネ導入で3,400万トン、燃料転換で1,800
万トンを削減するとし、原子力発電に
ついては2010年で2000年時点の30％増
の新増設が必要であると明記している。
135万kW級の原子力発電所を1基導入

することは、同規模の石炭火力発電所
を導入するのに比べ、わが国の1990年

の炭酸ガス排出量12億2,900万トンの
0.7％を削減することになるという。原
子力発電所を10基導入し、その分石炭
火力を廃止すれば、それだけで1990年
の炭酸ガス排出量の7％を削減すること
になる。このように、大量のエネルギー
を発生し、しかも結果的に炭酸ガスを
も大量に削減することになるエネル
ギー源は、他にない。
発電所ごとの炭酸ガス排出割合につ

いて、電力中央研究所がその調査報告
を何年も前に発表している。それによ
ると、発電所の建設、廃止、さらに燃料
の採掘、輸送から廃棄物処理まで全て
の過程で消費されるエネルギーを対象
にした炭酸ガス排出量を1kWhあたりに
換算すると、石炭火力975グラム、石油
火力742グラム、LNG火力608グラム、太
陽光発電53グラム、風力発電29グラム、
原子力発電22グラム、地熱15グラム、中
小水力発電11グラムとなる。見てのと
おり、太陽光、風力、原子力、地熱、水
力が勝っているが、多量のエネルギー
を産出できる、すなわち炭酸ガスの多
量の削減に貢献できるのは原子力発電
であることは言うまでもない。

わが国で最初の商業規模の原子力発
電所が運転を開始したのは昭和41年で、
茨城県東海村の東海発電所1号炉であっ
た。当時の発電コストは火力発電が2円
/kWh、東海発電所が4円/kWhであった
という。まして当時、地球温暖化など問

題視もされていなかった。広島、長崎の
原爆被爆から9年後に原子力平和利用の
ための研究開発予算をつけ、「自主、民
主、公開」の原子力基本法を超党派の国
会議員で制定し、東海発電所の運転開
始に漕ぎ着けた先人達の原子力開発の
目的は、エネルギー資源のほとんど無
いわが国の将来のエネルギー安定供給
の一助に資することであった。それが
今、地球温暖化防止のために多大の貢
献をすることができるとは、わが国に
とっては、大変幸運なことと言わなけ
ればならないし、先人達に感謝せねば
ならない。

しかしながら、現在の原子力関係者
はもっと努力が必要である。わが国が
自信を持って進めている技術であり、
地球温暖化対策にとっても大いに有効
であるならば、政争の具にして原子力
発電を止めようとしている先進工業国
に対して、その原子力政策の見直しを
もっと積極的に働きかける必要がある。
また、大綱で「温暖化対策が技術革新
や雇用の創出など経済の活性化につな
がる」としている点であるが、これから
発展を図ろうとしている開発途上国に
対しては、その国の電力網に適した規
模の、さらにより安全で安価な原子炉
の実現に向けて、「早急に」努力すべき
である。日本の技術力の見せ場を失っ
てはならない。

（編集長）

炭酸ガスを減らすには原子力発電を増やす
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新しい町の総合計画にはまず原発立地

―― はじめに、原子力発電所の誘致
の背景を含めまして、この志賀町がど
ういう町なのかをご紹介下さい。
【細川町長】私どもの町は、昭和29年、
30年に市町村合併がありました。その
ときには志賀郷と呼ばれていた1町8村
の地域が一緒になろうということで、
話が進んだのですが、最終的に町名の
問題とか中心地域をどこにするのかな
ど、いろいろなことから一本になれな
くて、高浜町と中甘田村が高浜町にな
り、あと7村が合併して志賀町ができま
した。そのまま15年を経たのですが、
やはり志賀郷は地域社会が同じだから
一緒になろうという当時の両町の町長
さんの熱意で、昭和45年に大同合併を
しました。そして新しい志賀町が誕生
したわけです。
原子力発電所については、いま立地

している場所が大同合併前の旧志賀町
ですが、昭和42年、43年に発電所の立
地計画がなされ、その計画の具体的な
進捗があまり進んでいない中で両町の
合併問題が生じました。その時の新し
い町の第一次総合計画を立てたときに、
まず原子力発電所の立地がありました。
発電所の立地を契機として、中核工業
団地の誘致、当時の地域整備公団が過
疎と過密の解消ということで方々に中
核工業団地を進めていましたが、私ど
もの新しい町にも中核工業団地を立地
していただきました。工業団地への企
業誘致についても、原子力発電所は北
陸電力ですが、北陸電力の関係企業や、
日立製作所の関係会社など3、4社立地
してくれました。志賀原子力発電所1号
機は、計画から20数年を経てやっと昭
和63年の12月に建設が着工したわけで
す。企業誘致につきましては、なかな
か進みませんでしたが、平成元年から

平成5年ごろからどんどん急ピッチに進
み、いま23社操業しています。
もう一つは、志賀町は非常に自然に

恵まれていますので、なだらかな丘陵
地帯に観光リゾート開発も並行しなが
ら進めてまいりました。ゴルフ場、別
荘地、その他スポーツ・レクリエーシ
ョン・ゾーンと言っておりますが、体
育館、野球場、ホテルなど、いろいろ
なものができております。別荘、保養
所は全部で400棟余りあります。町では、
電源立地と能登中核工業団地の企業誘
致、観光リゾート開発、この三つを三
大プロジェクトと位置づけて、行政推
進の柱として進めてきました。この三
つのプロジェクトが核となって、今日
の志賀町があるわけです。

行政サービスは高く、負担は少ない

ずっと以前の私どもの町の基幹産業
は、繊維と粘土瓦でした。粘土を使っ
た屋根瓦ですが、粘土瓦の赤土がたく
さん産出するところがありますので、
粘土瓦が主要産業だったのです。しか
し、その後いろいろ合理化とか近代化
の波にもまれて瓦産業は全滅し、今は1
社もありません。繊維産業も四百数十
社もあった企業が、今は20～30社ほど
しかないという状況になってきて、大

石川県志賀町は、能登半島の中央、ヘソに当たる位置にあり、北陸電力（株）志賀原子

力発電所2号機が建設中です。1号機が54万kWと、その容量が中規模であったため、2号

機135万8,000kWの増設には、わが国全体の経済情勢が冷え込んでいるなか、細川町長ば

かりでなく町民の方々からも、経済効果や地域振興に対する期待が大きいことも事実です。

2号機の建設・運転開始に期待する細川町長にお話を伺いました（2月14日）。 （編集部）

原子力施設は住民のために

細川　義 雄 石川県志賀町長インタビュー

石 川 県 
I S H I K AI S H I K A W A

志賀町 
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変産業構造が変わってきました。いま
のところ能登中核工業団地は、機械金
属とか半導体関係、弱電関係などの企
業が中心になっているという状況です。
私どもの町はそういう形で、低成長、

マイナス成長、高度成長などいろいろ
な発展経緯を経ながら今日を迎えてい
るわけです。おかげさまで志賀1号機が
平成5年に運転を開始しましてから、平
成6年、7年、8年と3カ年は普通交付税
の不交付団体になりました。しかし、
発電所の出力が54万kWと小規模なもの
ですから、3年後にはまた交付団体に戻
ってしまいました。志賀2号機が平成18
年3月に運転開始しますと、平成19年か
ら少なくとも平成25年ぐらいまでは普
通交付税の不交付団体になると思いま
す。
1号機の原子力発電所の取り組みに絡

めて、電源三法交付金事業などを100％
有効に使いながら、インフラ整備とか
福祉施設とか、いろいろなものを整備
させていただきました。この電源三法
交付金は、ハード事業がほとんどなの
ですが、道路などをどんどん整備させ
ていただいて、私どもが自分から言う
のはおかしいのですが、能登地区の周
辺市町村にはない整備ができました。
その結果、例えば住民の負担は極めて
低いし、住民サービスはかなり高い、
他の市町村に誇れる形のものになった
と思っています。
おかげさまで過去3年間の財政力指数

も85％ということで、他の市町村さん
が10％、20％、30％、40％台と非常に
苦労されているなかで、志賀原子力発
電所や能登中核工業団地を基軸に、観
光リゾートなどいろいろな観光開発も
できました。そこでも多くの従業員が
働いておりますし、町の活性化ができ

て、非常に活力のある町になっている
と自負しているわけです。

志賀原発の不幸は世界の原発の事故

―― 1号機が運転中で、2号機が建設
に入っていますが、最初に原子力発電
所立地を決定するときにはかなりご苦
労されたと思います。そのときに住民
の方々がどのように反応されたのかと
いうことと、2号機の計画については町
の皆さんがどのようなお考えを持たれ
たでしょうか。1号機と2号機の時では
若干住民の方々の世代がずれていると
は思いますが。
【細川町長】昭和42年に志賀町に原発立
地という計画が出されたときには、は
っきり申し上げて、ここは半島特有の
過疎の進む地域ですから、大げさに言
えば原子力発電所が来ることが能登の
夜明けぐらいに画期的な事業が来ると
いう歓迎のムードだったのです。その
後、外部から反対の人も入ってきたり
しましたから、そうした中で町にも批
判的な人も出てきたりしまし
たが、全般的にはこの町では
大きな反対運動はなかったと
思っております。
もちろん行政当局として

は、町の活力を何とかして生
み出すため、また将来の子供
たちのためにも誘致しようと
いうことで進めてきたのです
が、町民の皆さんは、放射能
とかいろいろな疑問を持つ人
も出てきたりしました。そう
いう疑問に対しましても、立
地対策協議会など様々な組織
が作られて、原子力平和利用
に対するPRを積極的に実施
していただいたおかげで、大

きな反対運動にはつながらなかったと
思っております。
ただ、いまから考えてみるといろい

ろな不幸な経緯がありました。用地買
収もほとんど終わって、地権者に代替
農地を配分する換地登記などが済まな
いうちに、土地改良の理事長さんが原
発推進に一生懸命だったので、総会で
決議をしないで仮配分をしてしまいま
した。そのことへの反発があって立地
が一頓挫して、2～3年それで苦労しま
した。その後、さあいよいよというと
きに、アメリカのスリーマイル島の原
発事故があって、それでまた、視察や
講演会を重ねながら2～3年経ちました。
いよいよと思ったときには関西電力
（株）美浜発電所2号機の放射能漏れが
起きました。そんなことが度々続くも
のですから、何かに魅入られたような
不幸なことが続くなと考えたものでし
た。それでも何とかいけそうになった
ときに、今度はチェルノブイリ事故で
しょう。
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他の原発立地市町村のように、反対
運動が多くて進まないのではなくて、
何か不幸なことがどんどん起きて、住
民の合意を得るためにまたスタートか
らやり直しのような格好が3回も4回も
続いたということなのです。
そのような経緯もあり、最初の計画

段階から22～23年かかって昭和63年に
工事が着工され、平成5年の運転開始に
結びついたということなのです。それ
以後は対外的に事故など、志賀原発に
不利益になるようなことは全くなかっ
たのです。勿論、ささいな故障、再循
環ポンプが止まったとか、給水加熱器
の防熱板が落ちたなど、原発の運転上
のミスではなく、部品の品質管理上の
問題でちょっとトラブルが2～3回続き
ました。しかし非常に順調に進んでお
ります。

原子力が怖いのは慣れという人為ミス

1号機が運転を開始するときには、志
賀原発の前で500人ぐらいの人たちが旗
を振って反対運動していましたが、マ
スコミの関係者も「なんだ、これは、
志賀町の人ではないな。みんな外人部
隊だ」ということで帰られたと聞いて
います。そのように町内では極端な反
対運動はありませんでした。しかし、
われわれ行政の責任は、町民の皆さん
に一抹の不安も持たずに平常心で生活
できるような地域社会づくり、町づく
りをしなくてはならないと皆さんにお
約束しています。
この町で2号機に期待している点は、

2号機が運開することによって、さらに
町の財政も強くなって、町民の生活が
もっと良くなるという期待があります。
ただ、私たちがいま一番心配している
のは、やはり高レベル廃棄物の処分が

決定していないとか、高速増殖炉の
「もんじゅ」が事故を起こしたり、いろ
いろなことが生じていることと、核燃
料サイクルを早く確立してくれないと、
住民に対して安心感を与える説得がな
かなかできないということです。
―― 高レベル廃棄物の処分が決まっ

ていないと、住民の方とお話ししてい
ても、自信を持って原子力の必要性に
ついても説明できないということは町
長の言われる通りですね。
【細川町長】そうです。例えば、高レベ
ル放射性廃棄物の冷却のための貯蔵は
50年ぐらいは大丈夫だということは町
の皆さんが理解してくださっているの
ですが、「100年後には原子力はこうな
る」という答えが全くない。これから
の私たちの子供や孫の世代を考えたと
きに、そういう長期的な展望に立った
原子力に対する安全で安心ができる政
策や方向性がないと、これからの説得
は難しくなると思います。核燃料サイ
クルの確立を急ぐべきだということは、
折に触れて国の関係者にも申し上げて
いるのです。東海村のJCO事故が起き
たりして、また安全に対する自身が揺
らぎますので、やっかいです。原子力
で一番こわいのは、やはり慣れという
人為的ミスがこわいのであって、私ど
もも発電所の皆さんには常に緊張感を
持って、集中力を持って取り組んでほ
しいということを折に触れて言ってい
るのです。

若者の希望は働く場からレクリエー
ション施設へ

―― 細川町長のお話では、発電所の
方とも定期的にコミュニケーションを
取りつつ注意を喚起し、さらに町民の
方とも定期的にコミュニケーションを

取られているようですが、小学生、中
学生など、地元の学童に対して、原子
力なり科学技術関係のことで特に町と
してコミュニケーションをとったりす
ることがありますか。
【細川町長】特に子供たちには定期的な
ことはしておりません。防災訓練を学
校の体育館を会場にして実施したとき
に中学生も参加させて、「発電所に対し
てはこういう形で皆さんが取り組んで
いるから安心してほしい」という話は
したりしています。小学生にそういう
お話ししても、また、核燃料とかプル
トニウムについて話をしてもちょっと
難しいでしょう。
一般の町民の皆さんとは、婦人会の

会合とかに出向いて話をしています。
また、2年に1回ずつ八つの小学校の校
区単位で、私どもが担当課長も連れて、
じかに地域の皆さんの意見を吸い上げ
ることを行っています。私は町長にな
って12年、今年の5月は選挙なのですが、
2年ごとに地域懇談会を行って、原子力
発電所に対する質問にもお応えしてい
ます。「皆さん方に安心して平常心で暮
らしていただける、そういう町づくり
が私どもは行政の最大の責任だと思っ
ています。原子力発電所の事故などに
も絶対ご心配なく、責任を持って私ど
もは対応します」と私は皆さんにお話
し申し上げながら今日まできました。
おかげさまで最近はあまりそういう質
問もなくなりました。
20年ほど前、町役場が高校生に、ど

んな町を望みますかというアンケート
を取ったことがありました。そのとき
には、地元に残るために働く場が欲し
いということが1番だったのです。最近
で1番になるのは、スポーツ・レクリエ
ーションの施設が欲しいというもので
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す。2番、3番には雇用の場が欲しいと
か、生活環境をよくしてほしいとかで
す。子供たちのニーズもだいぶ変わっ
てきています。私ども今度第4次総合計
画を立てたのですが、まず雇用があっ
て、生活環境が良くて、スポーツ・レ
クリエーション施設があって、という
ような町づくりをどんどん整備してい
きますよと申し上げております。

子供も高齢者も楽しく使えるスポー
ツ施設

―― 今のこの町の人口が約1万6,000
人ですか。若い世代といいますか、20
歳ぐらいの世代が減っていますか。
【細川町長】少子化、高齢化といわれ、
特に高齢化だけが大変にスポットライ
トを浴びています。65歳以上が私の町
では24.8％にもなって、そろそろ4人に
1人になってきつつありますが、子供た
ちがどんどん減っていることも事実で
す。今まで二つあった学校を一つに統
合しなくてはならない問題にも突き当
たっております。
―― どこの町でも若い人たちの人口

が減っていますね。
【細川町長】うちの町はまだいいほうで
す。奥能登のほうへ行きますと、高齢
者がもはや40数％という地区もありま
す。
―― 2号機が平成18年に運転開始す

ることになりますが、その機会に関連
企業の立地が増えれば町としては一番
いいということでしょうか。財政面の
事もありますが、むしろ若い人たちが
働く場や、元気になるような機会が多
く生じればいいのですが。
【細川町長】2号機の設置による電源三
法交付金が7年間で大体71億円です。1
年に10億円ぐらい利用できるというこ

とで、平成11年度から電源三
法交付金事業に取り組んでい
るのですが、いろいろな先進
地を見ましても、箱もの（体
育館、公民館などの建物のこ
と）を建てた後の維持管理が
大変だというのを聞いており
ますので、できるだけ箱もの
は控えて、道路の整備などい
ろいろな生活環境の整備に生
かしています。しかしながら
必要な箱ものもあり、1号機
の絡みでは独立の図書館もつ
くったり、文化ホールも保健
福祉センターもつくりまし
た。これらの施設は、発電所
が立地されなくても建てなくてはなら
ない施設ですが。
現在、電源三法交付金事業で温水プ

ールと温浴施設の工事を着工していま
す。温泉も掘っています。プールにし
ても、ただ泳ぐだけじゃなくて、子供
たちの体力を鍛えたり、高齢者の方が
健康づくりのために使えるように、プ
ールのコースの横に流水プールをつく
る計画です。他の地域の施設にないよ
うなものにしようと、いま土地の造成
も終わり、温泉も掘っていまして、14
年度から建物に着工する予定です。
―― 流れるプールとはなかなかおも

しろいアイデアですね。子供たちは喜
びますね。
【細川町長】子供たちの体力増強にはな
りますし、高齢者の方に健康づくりに
利用していただける。当然そのための
インストラクターも必要だし、いろい
ろ維持管理もかかりますけれども、だ
だっ広い体育館つくるよりも、子供た
ちの教育の一環として、高齢者の健康
づくりの一環として行政が取り組まな

ければない分野だと思っているのです。
―― 病院の施設を強化するよりも、

健康になっていただくほうがはるかに
いいですね。
【細川町長】われわれ行政の立場から言
えば、健康で長生きしていただけると
医療費が下がるのです。本人は健康に
なり、行政は医療費が少なくなるとい
うことでも非常にプラスなのです。

安い電気料金は企業にとっても魅力的

―― 2号機の設置に対してどんな期
待を持っていますか。
【細川町長】2号機を一つの起爆剤にし
て、町のインフラ整備をどんどん進め
たいと考えています。まだまだこれで
いい、100％であるということではあり
ませんので、これからも整備を進めて、
町民の皆さんが喜んで住んで下さるよ
うな町づくりをしていきます。
それと、立地町については電気料金

が少し安いなど、いろいろな特典があ
るものですから、皆さんやっぱり喜ん
でもらっております。「電気料金ぐらい
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タダにせい」という人もおりますけれ
ども、そういうわけにはいきません。
ただ、原子力発電所の新規の立地が難
しくなってきているという状況の中で、
やはり電力が足りなくなったら国民生
活も大変なことになるのですから、国
も原子力発電所の立地市町村に対して
はもっと大きな振興策も打ち出して進
めていかないと、難しくなるのではな
いかと思うのです。
―― もともと志賀町で原子力発電所

の建設を認めていただいたのは、国の
エネルギー政策の一端を担うという点
にご理解があったからだと思いますが。
【細川町長】そうですね。国のエネルギ
ー政策に対する対応するということで、
協力させていただきましたが、はっきり
申し上げてやはり本当のねらいは地域振
興です。1号機のときに反対の人が、共
産党系の人が押しかけてきたときに、私
ははっきり申し上げましたが、金沢か東
京のように大きな町でしたら発電所など
本当はいらないのですと。国のエネルギ
ー政策に協力するという考え方を持つと
同時に、地域がもっともっと活性化する
ために発電所を誘致したのです。いずれ
にしても、エネルギー政策も当然大切で
すが、これによって地域社会がもっと活
性化するということが大きなメリットで
あると思っています。
もう一つ勝手なことを言わせていた

だけば、2号機が平成18年3月に運開に
なるのですが、先ほど原発立地町に対
するさらにいろいろな振興策を国も考
えて欲しいというお話をしましたが、
私はもっと電気を、無料にして下さい
とは言わないまでも、相当思い切って
電気料金を安くして下さると企業誘致
が進むと思うのです。いま日本全国、
これだけ景気が冷え切って大変ですか

ら、民間企業で新たな設備投資をしよ
うなどという企業はあまりありません。
少々あるのは福祉産業とか環境産業と
か、少し時代の先取りで意欲を持って
いる会社はありますけれども、製造業
はほとんど中国に進出してしまいまし
た。そうした中で電気料金を安くした
からすぐ企業が来るとは限りませんが、
やはり電気料金が安いとかいうのは企
業にとっては大きな魅力です。企業誘
致も進むということになれば、地方行
政も原発立地に向けて積極的に取り組
むような気がします。

何でプルサーマルの住民投票を

最近、嫌な風潮で、住民投票をすぐ
実施するとかになります。住民の皆さ
んは「放射能漏れがあったら大変だ」
と聞かされればそれだけで確認もせず、
「そんなものはやめた」という投票にな
ってしまいます。これでは発電所の安
全性も、国のエネルギー政策への協力
も、地域振興もあったものではありま
せん。この間、新潟県の柏崎刈羽原子
力発電所のある刈羽村で、MOX燃料を
発電所で使ういわゆるプルサーマル計
画についての住民投票がありましたね。
そのようなことで何で住民投票をしな
くてはならないのか不思議なのです。
再三押さえてきたけれども、しょうが
なくてやらざるを得なかったらしいけ
れども。
―― あの住民投票の原因は、地元の

自民党関係者同士の問題が波及したよ
うですが。単にプルサーマル反対と言
うことより、選挙などの後遺症が表面
化したようですが。
【細川町長】原発の新規の立地なら住民
投票も必要かもしれませんが、プルサ
ーマル計画など、国の政策までなんで

住民投票にまでかけなくてはならない
のか不思議なのだけど、まあ、そこは
村の事情があるでしょうから。

早く核燃料サイクルの確立を

―― 2号機増設に伴いまして電力会社
への希望ということは、電気料金が安
くせよということは伺いましたが、国
に対しても何かご要望がございますか。
【細川町長】国に対しては、昨年、特措
法（原子力発電施設等立地地域の振興
に関する特別措置法）ができましたが、
原発立地町に対してはもっと抜本的に
補助金も交付金もたくさん出せるよう
に新たな制度をつくったほうがいいの
ではないですか。電源三法交付金の制
度には、原発運開1年後から発電所が廃
炉になるまで、出力100万kWまで毎年1
億円、200万kWまでは2億円、何に使っ
てもいいという交付金（原子力発電施
設等立地地域長期発展対策交付金）が
いただけます。このようなシステム、
制度もできましたので、非常によかっ
たなと思っているのです。
―― 先ほど伺いました国への要望で、

核燃料サイクル関係、高レベル放射性
廃棄物処分場をなるべく早く作りなさ
いということでしたが。
【細川町長】志賀2号機が2年前に着工し
ましたが、着工前には結構よそからも
ある政党関係者がよく来て、「町長さん、
2号機について安易にゴーサインを出し
ているけど、高レベル廃棄物が溜まっ
ていって、それが孫の代ぐらいになっ
たら処置の方法はないということだが、
そんな中で2号機を進めていいんです
か」という申し入れと抗議が結構あり
ました。ですから、核燃料サイクルを
まずいち早く確立していただきたいな
ということが国に対するお願いです。
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いま六ケ所村でいろいろ進めているこ
とを、どんどん進めてほしいと期待し
ているのです。
私どもも4～5年前にアメリカなどに

原子力施設の視察と意見交換に伺った
のですが、アメリカの発電所ではそん
な心配はしていません。ロッキー山脈
に1,000ｍほど穴を掘って埋めるんです
よと笑っておりました。また、使用済
み燃料からプルトニウムを取り出して
核燃料をつくるなど、日本人の気持ち
がわからないとを言っておりました、
エネルギー資源がたくさんある国の人
の言うことですね。
――全てが使い捨ての国ですからね。

【細川町長】日本にはエネルギー資源が
ほとんどありませんし、できるだけ再
生された燃料を再利用していく、再利
用することによって廃棄物も減るわけ
ですから、それを早く確立していただ
きたいと思うのです。

施設の受け入れには地域振興策が大切

―― 高レベル放射性廃棄物の処分場
の立地もこれからですが、かなり難し
いのではないかと思われています。原
子力発電所を立地されて、町民の方々
とも意思疎通を図られておられる細川
町長のお立場から考えて、例えば日本
のどこかに処分場を立地する場合、成
功させるためには何がキーポイントに
なると思われますか。
【細川町長】やっぱり高レベル廃棄物の
処分場にしたって、発電所の立地と同
じように、地域住民に対して大きなメ
リットが出るような対策を講じていか
ないと、そんな嫌なものはだれも受け
てくれません。
余談になりますが、この間、能登全

域、22市町村がゴミ処理のための一つ

の処理組合をつく
りました。その組
合がゴミの専焼炉
を作ることにな
り、うちの町が選
ばれたのです。な
ぜうちの町が選ば
れたのかといいま
すと、志賀町が能
登半島の大体中心
にあるということ
と、原子力発電所
があって、山の中にそのための変電所
があるものですから、結局近くにゴミ
の専焼炉をつくって、その余熱で発電
して北陸電力に売電するという計画で
す。変電所に近いほうがいいというこ
とが選定要因でした。この専焼炉のと
きでも、地域の皆さんを説得するのに
大変でした。
そのときにも、この専焼炉を建設す

ることによって地域の皆さんにこんな
恩恵がありますとか、いろいろと皆さ
んにご納得いただいたのです。これか
ら原子力施設を受け入れるのだったら、
例え大変安全なものでも相当何らかの
地域が活性化するものを持っていかな
いと、なかなか受け入れは困難だと思
うのです。

原発のメリットで行政サービスが向上

―― 石川県としては原子力発電所が
あるのはここが唯一で、能登半島のゴ
ミの専焼炉も設置するなど、石川県の
中でも志賀町は一目置かれているよう
にも見えますが。このような行政上の
前向きな姿勢について、住民の意識と
いいますか、そのような施設が立地し
た後の意識の高揚のようなものが見ら
れますでしょうか。

【細川町長】先ほど申し上げたように、
志賀町はいま財政力指数が85％という
ことなのです。その結果として、例え
ば羽咋郡市の1市4町の中で、私どもの
町は下水道の基本料金にしても半額な
のです。保育所にしても、2人目は半額、
3人目は無料という具合にしています
し、水道料金とか、いろいろ住民に負
担をいただくものについては一番安い
のです。提供するサービスも、よそに
負けないと自負しているのです。そう
いったようなことを折に触れて町民の
皆さんにお話しています。
ですから、町民の皆さんも、よその

町から来られた人も、志賀町に来たら
一遍に楽になったなどと言われるので、
多少なりとも皆さんもある程度この町
の行政について理解して下さりつつあ
るのではないかなと思っております。
私どもが「これも原子力発電所のおか
げですよ」ということを言っています
が、町民の皆さんは原発のおかげでい
ろいろなメリットをいただいていると
いうことは十分感じています。

志賀町のホームページ

http://www.town.shika.ishikawa.jp/
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新しい秩序はまだない

冷戦後に国際社会は新しい秩序を模
索してきたのですが、冷戦後秩序を説
明する論理はまだ見つかっていません。
他方、現実世界は絶えず変動している
わけであり、この冷戦後10年の国際社
会における変化を見ると次のことが言
えるのではないかと思います。
一つは、アメリカのユニラテラリズ

ム（一極主義）が明らかになり、他方
において進展するマルチラテラリズム
（多国間協調主義）の中にこのユニラテ
ラリズムをどうやって調和・連携させ
ることができるかという問題に直面し
ているということです。特に、米欧関
係についていえばアメリカの新保守主
義といわれるものとヨーロッパの社会
民主主義というものは冷戦後のイデオ
ロギー闘争のような様相を示していま

す。この点については京都議定書の例
を挙げる必要もないと思いますが、こ
れは冷戦後における国際社会の難しさ
を象徴する問題でもあります。
もう一つは、急速に進展するグロー

バル化現象の中で、グローバル化の陰
の部分、いわゆるトランスナショナル
（地球的規模）な諸問題が深刻化してい
るのですが、これを解決するために多
国間協力が必要となっているにも係わ
らず、これも困難に直面しているとい
う問題です。この問題を解決しようと
して、いろいろな国際的な枠組みをつ
くる努力をしてきたのですが、一方に
おいてテロに対しては国際的な枠組み
が欠けていた数少ない分野の一つであ
り、結果としてそこをテロリストに突
かれたということだったのではないか
と思います。

アフガンの治安を自力で維持するの
に2年

そこでまず、アメリカはいまからど
うしようとしているかについてお話し
たいのです。アメリカは、現在アフガ
ニスタンに約3,000名の兵力を置いて、
北部と北東部のテロ組織掃討作戦を続
けています。アメリカはウサマとオマ
ル氏がまだいるかもしれず、これを逃
したらまずいし、何年かたって地下洞
窟から出てきたというのでは問題だと
いうことで、これは作戦目的の根本に
触れる問題ですが、とにかく徹底的に
シラミつぶしに捜索と掃討の作戦を行
おうとしているのではないかと思いま
す。
もう一つは、やはりアフガニスタン

の中でこれからカルザイ政権が自ら治
安を維持するに必要な警察力、軍事力
が育つのに2年ぐらいかかるということ
です。そこまでの間に力の空白をつく
ると、再びこの地がテロの温床になる
可能性がありますから、アフガニスタ
ンの兵力による治安維持が回復できる
までの間はとにかく現状の配備を維持
することが必要です。この二つの目的
があって、アメリカはアフガンの中で
依然としてオペレーションをしている
のですが、アフガン東部にいる軍閥が
反対をし出しているためにアフガン内

2001年9月11日にアメリカで発生した同時多発テロ事件を契機としてアメリカはア

フガニスタンにいるウサマ・ビン・ラーディンとアルカイーダ、並びにタリバン中核勢

力を含むテロ組織への攻撃を行いましたが、アメリカはそれにとどまらず、他のテロ組

織及びテロ支援国家に対する攻撃を第二段階として行うための準備を進めていると思わ

れます。現在、テロ対策をいかにして講じていくかが国際社会の平和と安定を確保する

ための大きな問題となっており、わが国においてもテロ対応策を検討することが必要と

なっています。そこでテロ対策の現状と今後の対応について、安全保障のエキスパート

で、拓殖大学国際開発学部教授の森本敏さんに2月7日にお話を伺いました。 （編集部）

今後の対テロ対策シナリオと日本の対応

森本 敏　　拓殖大学国際開発学部教授
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に多国籍軍の駐留を受け入れない傾向
もあって難しい状態になりつつありま
す。このことはあまり報道されていま
せんが、アメリカは困っている状態に
あります。
一方、首都カブールを中心にイギリ

ス、ドイツ軍が中心になった国際治安
部隊が徐々に兵力を増員しつつあり、
最大規模で5,000名ぐらいに膨れ上がり
ます。しかしこれは首都カブール周辺
の治安だけなので、アナン国連事務総
長はこの国際治安部隊の作戦区域を拡
大してほしいという意向を表明してい
ますがアメリカが強い抵抗をしていま
す。多国籍軍の東部と北東部のオペレ
ーションに、国際治安部隊のオペレー
ションが邪魔になるということで、治
安部隊は首都だけ、それ以外の地域は
アメリカ軍中心の多国籍軍が独自に行
っているという状態です。
アフガニスタンがこれから短期間の

間に安定を取り戻すとはとても思えず
難しい状態を迎えると思いますが、い
ずれにしろアメリカは、アフガニスタ
ンに重大な国益を見出しているわけで
はないので、その意味においてアメリ
カにとって、アメリカがこれから2年ぐ
らいの間、オペレーションをするため
には日本のアフガン復興支援会議にお

けるイニシアティブ
というのはありがた
かったと思うので
す。

引き続きのオペレ
ーションに8割が
支持

アメリカの国内を
見ますと現在は大体
7～8割の人が引き続

きテロに対する作戦を続行することを
支持しており、特に、イラクを攻撃す
ることについては7割以上のアメリカの
国民が支持をしています。一方、不思
議なことなのですが、アメリカの国内
で第2次、第3次のテロが行われると思
うかという世論調査については、そう
思う人が3割ぐらいまで落ちています。
つまり、アメリカの国民は、引き続き
まだいろいろなところにテロの集団を
求めてオペレーションをすべきだが、
アメリカの国内で危機があるとは思わ
ないと考えています。そこでアメリカ
政府としては国内の緊張感を高めてい
かなければならないという状態にあり、
今回の予算教書に見られるようにテロ
の掃討作戦を引き続き行うということ
と、本土の安全保障（ホームランドセ
キュリティー）、本土防衛の強化という
部分からなる国防力強化と、景気回復
を中心とする経済政策を重点にした政
策を明らかにしています。これは有り
体に言えば、富国強兵そのものです。
共和党には伝統的にこのように富国強
兵策に基づく力強いリーダーシップに
よって国内外をリードして政治を行っ
ていくという傾向をもっていますが、
アメリカの歴史の中で対外政策は長期
的なバイオリズムの繰り返しのなかに

あり、クリントン政権のときに世界の
警察官にならないと言って、やや孤立
主義の中に入っていたアメリカが、こ
こに来て少し国際協調主義、国際介入
主義というものに戻りつつあるという
ところに来たのだと思うのです。

今後の問題はイラク

さて、この問題は今後どうなるかと
いうことを二つの側面から話します。
一つは、現実問題として第2段階のテロ
の戦域拡大がどのようにして行われる
かということです。昨年12月ごろから
アメリカはテロ組織の残りメンバーの
撲滅と同時に、大量破壊兵器の開発疑
惑というもう一つの問題を掲げていま
す。前者についていえば、フィリピン、
イエメン、ソマリア、後者については
今回の予算教書でご承知のとおりイラ
ク、北朝鮮の名前を挙げています。
アメリカはすでにテロ撲滅のために

今後、長期的な作戦を行っていくこと
について決断しており、その点での決
心は固いと思います。また、そのため
には同盟国の協力があったほうが良い
が、それが無くてもアメリカだけでも
やるべきであるという点で決心ができ
ている。また、それが政権がリーダー
シップを取る重要な手段であるという
考えであると思います。すでにフィリ
ピンには600名の兵力が投入されて米比
合同作戦を行うという名目で、ヘリの
掃討部隊を中心とした部隊がシンクパ
ック（CINCPAC米太平洋司令部）か
ら派遣されて、フィリピンを助けなが
ら、いわゆるアブサヤフ（イスラム過
激派）の掃討作戦を行っていますが、
今後はいずれにしてもソマリア、イエ
メンへと広がっていくと思います。
問題はイラクです。イラクになりま
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すと、安保理決議1368をそのままは適
用できません。イラクは、必ずしもア
ルカイーダのメンバーをかくまったと
いうわけでもなく、直接には9月11日の
事件と関係がないので、この種のテロ
が将来このような国が開発するいわゆ
る大量破壊兵器に深く関わっていると
いうおそれを未然に防止するという、
いわば父親のブッシュ政権のときに積
み残した課題をここに来てやろうとい
うのがアメリカの政治的意図だと思う
のです。こうなりますとアラブ社会の
反発が、父親の政権時と全く違う状態
で起こるということであり、また、こ
れを理由にしてイスラエルが戦域を拡
大すると非常に厄介なことになります。
アメリカはイスラエルの軍事作戦を止
めるということができそうにありませ
んし、また、アメリカ内の政治的なダ
イナミズムは変わりませんから。イス
ラエルの反撃によって中東における戦
域が拡大するサウジアラビアが反発し
中東情勢全体も危なくなります。こう
した中東情勢への波及というのが一つ
です。

日本はどこまで協力できるか

もう一つは、ヨーロッパがどこまで
アメリカの作戦に同調するかです。恐
らく同調しようとしているのはイギリ
スのブレア首相だけだと思います。フ
ランスもドイツも今年選挙を控えてい
ます。両国とも社会民主党政権で、決
してアメリカのイラク攻撃に国を挙げ
て同調するということにはならないと
思います。
そこで、日本はどうするかというこ

とがアメリカから見ると気になるとこ
ろですが、アメリカはできるだけ日本
が引き続き支援してほしいという気持

ちが強いようです。先日、来日中のア
メリカ上院軍事委員会スタッフに、日
本はテロ作戦拡大を支援するかと詰め
寄られました。特に、日本の世論、報
道機関はどっちに行くと思うかと聞き
ますのでソマリア、イエメンまでだっ
たら仕方がないと思うかもしれないけ
れどもテロ対策特別措置法というのは、
9月11日の事件に対して安保理決議に基
づく外国の軍隊に必要な措置をとるた
めの措置法なので、あの法律をそのま
ま適用してイラク攻撃に支援するとい
うことは無理があるので、政治問題に
なりかねない、難しいところですとい
うことを申し上げました。
しかし、アメリカから見た場合に、

日本がどこまで協力するかということ
が大きな関心であることはよくわかる
が日本に自然体でお任せいただくとい
うほうがむしろいい。アメリカから詰
め寄られるとかえって日本政治にネガ
ティブなインパクトがあるのではない
かということがあります。一方、アメ
リカから見ると日本は経済ではあまり
期待できないので安全保障でちゃんと
やれという見かたが一部にある。日本
から見てもすぐに経済面でアメリカに
貢献ができないとなると安全保障で何
かやりたいという意向が前に出ていま
す。したがって、どうしてもテロ対応
のために戦域を拡大した場合に、アメ
リカに対する支援をイギリスと並んで
ドラスティックにやらないといけない
ということになる。そこは政権与党に
とって難しいところに追い込まれるの
ではないかなという気がします。

北朝鮮の状況は非常に厳しい

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）
はアメリカのテロ作戦の攻撃目標とな

ることを非常に恐れていて、去年の12
月の初めから在日米軍基地、特に沖縄
に対する情報収集を行っていてアメリ
カがこれを嫌っています。アメリカに
は追いかける方法がないものですから、
日本に通報してきて追いかけさせたと
いうのが昨年12月に起きた不審船の実
態だったと思います。積んでいる機材
とかソフトがさびる前にあの船を引き
揚げれば、アメリカに対してどういう
情報収集を行ったがわかります。アメ
リカのほうがむしろ日本よりもあの船
が何であったかということを知りたが
っているのではないか。海上保安庁が
現在、沈没した個所の水域を警備して
いますが、これを引き揚げるという決
心をした場合には、北朝鮮はアメリカ
に知られたくないのであれば爆破しに
来るという可能性があって危ないから
です。
北朝鮮についての一番の問題は1年ほ

ど前から外部資金がとても枯渇してい
るということです。韓国「現代」グル
ープからの現金も入らず、金剛山プロ
ジェクトもとまり、朝銀問題や総連の
手入れなどにより日本からの資金も滞
っています。その結果、結局麻薬だと
かにせ札というような非合法の方法で
お金を手に入れないといけないという
状況にあります。この点は警戒しない
といけないということだと思うのです。
韓国の国内では北朝鮮の同胞を助け

てやろうという気持ちと、それから北
朝鮮をこれ以上困った状態に置くこと
はかえって半島を不安定にするという
要素があり、だからといって、政権与
党が北朝鮮を支援すると、これはハン
ナラ党に大統領選挙戦で利用されて、
攻撃材料を与えることになるのでなか
なかできない。したがって、現在の政
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権与党は北朝鮮には公には支援できな
い状態で韓国は大統領選挙のときはい
つもこうなるのですが、ほとんど韓国
は身動きができません。しかし、アメ
リカと日本が自分たちの頭越しに勝手
に朝鮮半島問題を決められるのは許せ
ない、こういうセンシティブな状態に
いまあります。
アメリカの国内、特に共和党内には、

イラクに次いで北朝鮮を攻撃すべきだ
という意見が結構多いようです。それ
はしないと思いますが、ただ、そうい
う世論を受けてアメリカが北朝鮮に圧
力をかけ、これに対して北朝鮮が反発
するという可能性は非常にあります。
アメリカは「悪の枢軸」演説以降如何
なるオプションをも空けていると常に
強調していますがこれは本音であろう
と思います。
他方、北朝鮮は混乱を起こすことに

よってアメリカを引きつける、それで
必要なものを取り寄せるという、いわ
ゆる瀬戸際外交という政策をずっと取
ってきたものですから、じっとしてい
ても意味がないのです。いままではそ
れでよかったですが、共和党政権は力
で対抗する可能性があって、北朝鮮は
これがこわいわけです。ただ、韓国は
その場合、アメリカのようなやり方に
反発すると思います。ですから、日米
韓の協調というのはこういう時期は難
しいのです。

中東和平は元に戻らない

他に気になるのはもちろん中東です
が、中東は現在のシャロン、それから
アラファトさんがいる限り、オスロ合
意が完全に崩壊して、恐らく中東和平
は50年ぐらい後退して、もとに戻らな
いと思います。むしろイラクの混乱に

乗じてイスラエルが戦域を拡大すると
いうことになった場合はとても厄介で
す。これはだれもがおさめられません。
アメリカもおさめる気はないのです。
アメリカもこの秋は中間選挙ですから、
ユダヤ人票というのを考えた場合、イ
スラエルに圧力をかけるといったこと
だけで中東問題を解決することはでき
ません。
南アジアで一番厄介なのはもちろん

アフガニスタンですけれども、アフガ
ニスタンよりも厄介なのはパキスタン
の状態です。パキスタンは非常にいま
機微な状態になっていて、相変わらず
パキスタンを経由してウサマが逃げた
のではないかとアメリカから疑われて
いるということです。ムシャラフ大統
領はパキスタンには逃げていないとい
うことを内外に強く言っています。こ
の疑惑を持たれるとアメリカが手を出
してきますから、ここは一番怖いとこ
ろです。
いまから数年間、恐らくウサマ・ビ

ン・ラーディンとかアルカイ
ーダの残ったメンバーは大規
模なテロ活動ができないと思
います。彼らもアラブ社会が
もう少し自分たちの呼びかけ
に応じてくれると思ってい
た。彼らの組織とコミュニケ
ーションができると思ってい
たが、それもできない。資金
も途絶える。アラブ社会は全
然同情してくれなかった。全
く誤算続きで彼らもがっかり
していると思うのです。組織
力というものが完全にそがれ
た状態なので組織的なテロ作
戦を行うまでは相当長い潜伏
期間があると思います。とこ

ろでそのメンバーがアフガンからパキ
スタンを経由して逃げたということを
アメリカに疑われた場合に、一番厄介
なのはだれが手引きしたかです。これ
は親タリバン勢力かISI（パキスタン軍
諜報部）以外は考えられないです。ISI

が手をかしたとになった場合、アメリ
カがパキスタンを引き続き支援するか
どうかということによって、パキスタ
ンの政権の信頼性が決まってしまいま
す。もちろんムシャラフ政権にとって
の命取りは、カシミールにおいてこれ
以上インドに対して劣勢に回り挽回不
能になるということです。

パキスタンの問題は核兵器

カシミールを失ったらパキスタン政
権は終わりです。パキスタン政権は内
部で恐らく軍事クーデターが起きます。
パキスタンが政権の存亡にかかわると
きの一番の問題は、言うまでもなく核
兵器です。核をどれぐらい持っている
かわかりませんけれども、恐らくイン
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ドが80か100ぐらい持っているとすれ
ば、その半分は持っています。先日、
インドは3回目のアグニ2という弾道ミ
サイルの実験を行いました。大体これ
で間違いなくインド軍にアグニ弾道ミ
サイルが配備されると思います。
インドはパキスタンに核兵器を使う

必要はないが、パキスタンはインドに
対して通常兵器面で劣勢にあるのでこ
れを挽回するために使う必要があるの
です。インドはパキスタンの核兵器の
場所がはっきりしていれば、通常兵器
によってピンポイントで壊せます。従
って、パキスタンの核がどこにあるか
が問題なのです。もし10分の１を壊し
ても残りが全て残ってしまうと報復を
受けますから、確実に殲滅攻撃ができ
るのであれば、インド軍は別にパキス
タンに核を使う必要はありません。し
かし、パキスタンはそうはいきません。
インドよりもパキスタンのほうがむし
ろ厄介です。インドの核というのは本
来中国向けで、パキスタンに向いてい
るわけではありません。インドは昨年
12月の国会の襲撃事件もありパキスタ
ンのテロ事件を絶対に許しません。一
方、パキスタンがカシミールでいまま
でインド軍に対抗できていたのは、劣
勢とはいえ実体はタリバン勢力なので

す。タリバンがいま
やなき状態ですか
ら、パキスタンは非
常に難しい状態に入
り込んでいます。
中央アジアは依然

として開発が遅れて
政治的にも脆弱な状
態にありますが、中
国が上海協力機構で
手を出してきていま

すので、中央アジアにはロシアとアメ
リカと中国、つまり米中ロの新しい戦
略図というのができつつあるのではな
いかと思うのです。どこがイニシアテ
ィブをとるかが問題です。ロシアはア
メリカが出てくることに非常に強い反
発をしていますが、アメリカとしては
テロ作戦を契機として足がかりを作っ
ておこうとしているのではないかと思
います。

ロシアは欧米と価値観を共有する

さて、9月11日以降の一連のテロ戦争
が国際社会の秩序にどういう影響を与
えるかということについて、一番大事
なことは、米中ロの3カ国の関係が構造
的にどうも変わりつつあるのではない
かということです。ロシアが米欧と共
同歩調をとったほうが国益にかなうと
いう判断をしつつある。その結果、
NATOロシア理事会というものができ
て、NATOの準加盟国にいまやなりつ
つある。NATOにとって最大の課題は、
今年11月にプラハで第2次東方拡大、こ
れはバルト3国なのですが、時期と方法
について最終的な決断が行われるとい
うことです。同時に米ロは5月にレイキ
ャビックで米ロの首脳会談が行われる
際、ABM条約と戦略核の削減について

最終的な話が行われるということなの
です。この二つの会議を通じてロシア
は、恐らく表面上はバルト3国がNATO

に加盟することに強い抵抗を示しなが
ら、実態は暗黙にこれは受け入れ、米
欧諸国と価値観を共有するという国に
変質するのではないでしょうか。その
ことによって現在のプーチン政権がア
メリカをはじめとする国際機関、IMF

（国際通貨基金）や世界銀行及び米欧各
国から引き続き投資を得て、経済発展
を進めよう、そのことによって政権を
安定させようという手法をとるのでは
ないでしょうか。国内にはナショナリ
ズムがあって反米感情が非常に強いの
ですが、それは物ともせずに恐らくロ
シアは米欧についていくと思います。
その結果、中国だけが米欧とは価値観
を共有しない国として残ります。その
意味において今回のオペレーションは
中ロの戦略的パートナーシップにくさ
びを入れることが結果としてできたと
いうことです。

中国が孤立しつつある

いまアメリカの中では、どの専門家
に聞いても中国というのはアメリカに
とって懸念材料というのです。そのこ
とを反映してか、アメリカの対中投資
が減りつつあります。中国はとても気
にしています。しかもアメリカの個人
消費が冷え込んでいるために中国の対
米輸出も冷え込んでいて、貿易と投資
という意味では中国から見てアメリカ
との関係は懸念すべき事態になってい
ます。それ以上にアメリカから見ると
中国だけが言うことを聞かない最後の
大国という状態になって、中国が米中
ロの中でやや孤立しつつあるという構
造的な変化が起きているのではないか
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と思います。

東アジアの核に日本がなる

さて、私がきょうお話をしたいこと
は、この一連のテロ作戦を通じてアジ
ア太平洋の中でこれからの10年とか15
年にどういう問題が生起するかという
点なのです。結局いまから10年～20年、
アジア全体の中で、アメリカと中国の
覇権競争がどんどん激しくなる。それ
はどういう意味かというと、アメリカ
という国があって、中国という国があ
って、両方とも大国で、この中に東ア
ジアおよび太平洋の国々が位置すると
いう状態になって、日本はアメリカの
アジア太平洋拠点というか、巨大な支
店にすぎないという状態になると思う
のです。この場合、一体まず日本の役
割は何かというと、アメリカを引き連
れて、東アジアにおける経済圏を自ら
のリーダーシップによって中国の覇権
を許さないようにする。つまり、アメ
リカでも中国でもない、真ん中に位置
する東アジア諸国の中核に日本がなる。
日本が、東アジア諸国の緩やかな経済
結束の中心的な存在になることによっ
て、中国に対して常にアジアカードを
使えます。
中国から見ると日本がアメリカの属

国のように見えるかもしれませんけれ
ども、東アジアを引き連れているとい
うことであり、中国から見ても一定の
存在感がある、アメリカから見ても日
本の存在感があるという状態に日本を
置くことが必要であり、そのような考
え方による日本の立場が今回、総理の
ASEAN訪問の際にとったイニシアティ
ブだと思います。それが実現するかど
うかというのは、これから日本が韓国
とかオーストラリアだとか、他の

ASEAN諸国との自由貿易圏をどのよう
なプロセスでこれから10年の間進んで
いくかということに非常に深くかかわ
っていると思うのです。これがもしう
まくいけば、日本の国力が減り、人口
も減り、エネルギーも減っていくにも
かかわらず存在感が常にあって、中国
から見ても重要なファクターであり、
アメリカから見ても無視できないファ
クターであり続けることができます。
ここにこれからの対中政策があると思
います。
大きく見ると、圧倒的に大きな中国

と圧倒的に大きなアメリカが両方で覇
権を争うのだけれども、アメリカと中
国だけで結びつき、真ん中に位置する
国々を無視して米中だけが直接いろん
なことが取引できるという状態になら
ないようにするためには、どうしても
日本がその他の東アジア諸国を取りま
とめないといけません。アメリカは最
近そのことに気がついて、いままで東
アジア経済協議体（EAEC）に反対し
ていたにもかかわらず、日本が東アジ
ア諸国と、例えばASEANプラス3、プ
ラスオーストラリア、ニュージーラン
ドの枠組みをつくることを推進するよ
うになっているのは、いずれ日本が東
アジアと自由貿易圏を結んだ最後は、
アメリカが入り自分たちのマーケット
ができ、自分たちの国益になると思っ
ているからにほかならないと思うので
す。要するに利用価値があるというこ
とです。ですから、日本というのがこ
れからどういう状態にないといけない
かということを考えて、これからアジ
ア政策を進めるときに、今回のテロ作
戦に意味があるのではなく、テロ作戦
の結果もたらされた国際社会の秩序の
構造的変化というものによって、中国

がどういうところに置かれているかと
いうことが非常に重要なので、そのこ
とに日本が気がついて、外交政策をつ
くらないと日本は生きていけないので
はないかと思うのです。アメリカは日
本が不良債権処理を早く進めて、日本
が本当にアジアの中でイニシアティブ
がとれる経済力を持ってほしい、それ
が政治的にも重要であると考えていま
す。経済的な協力が政治的な枠組みに
発展するという例を世界的にわれわれ
は見てきているわけですが、それがア
メリカの国益にかない、日本にとって
も国益になるということです。

有事法制の定義は

最後に、今国会での後半は有事法制
の問題が出てきます。この有事法制に
ついてどういうことになるかというこ
とを話しておくと、有事法制議論は有
事をどう定義するかによります。政府
はこの問題を狭く定義しているのです
が、一般的には日本が他国から武力攻
撃を受けて、自衛隊法第76条にいうい
わゆる防衛出動が下令されるような事
態を有事だといっているのです。
有事のときの法制というのはどうい

うものがあるかというと、自衛隊が活
動する場合の法制、米軍が活動する場
合の法制、この二つが行われる場合に
一体国民の目から見た場合、国民が憲
法で認められている権利だとか自由だ
とかというものがどこまで統制され、
どこまで調和できるのかといったこと
に関わる法制及び国際人道法に係わる
法制の四つが大きなカテゴリーです。
第一の自衛隊の行動にかかわる法制

を第1分野、第2分野といって、第1分野
は防衛庁が主管する法制の修正とか加
筆修正とか追加だとか補備だとか、第2
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が各省庁が主管する法律とがあります。
この第1、第2分野というのを国会へ

出しますとどういう問題が起こるかと
いうと三つの問題が起こります。一つ
は、いまどき何で有事法制か。例えば
テロだとか、天災とか自然災害だとか、
不審船の事件だとか、いわゆる有事で
はない緊急事態の法制ならばわかるけ
れども、日本が攻められるわけでもな
いのに何でいまごろ有事法制なのだと
いう問題にどう答えるかということで
す。第2は、第1分野、第2分野というの
は、実は有事法制のうちの100分の1ぐ

らいしかないのです。本当にわずかな
ものしかないないのです。それをもっ
て有事法制といっているが、そんなも
のが有事法制なのかということです。
いま上がっている有事法制とは一体何
か、どうやって全体像を示すのかとい
うことが問題です。第3は国民の安全を
確保しつつ、他方において国民の権利、
自由などの制約をどのようにして規制
するかという問題であり、特に、憲法
上の諸問題をどのように解決するかと
いう問題です。

憲法の枠内でできるのか？

【委員Ａ】いま有事法制の審議をしてい
ますが、そもそも憲法の枠内において
これはできるのでしょうか。わが国を
守る、わが生命、財産を守るためにい
かなることをするかということを考え
たときに、ある意味では日本国憲法は
戦争状態になることは考えずにできた
ものですね。
【森　本】なぜ有事法制という問題がで
てきたかというと、去る昭和51年に栗
栖統幕議長が、実際に戦争になったら
超法規でいきますと言って大問題にな
って辞任されたが、しかし、この面で
の法制を研究しようといって始まった
のが、昭和52年の有事法制研究なので
す。もともと日本国憲法に有事に関す
る規定がない問題なので研究してきた
のであり、憲法の枠内で有事を考える
というのは論理的でないと思います。
【委員Ａ】政府の中でも、憲法の枠内で
ないと納得しない人たちがいます。極

端に言えば、憲法の範囲内で攻撃を受
けた場合、というのですが、そんな都
合のいい攻撃なんかあるわけがない。
それを考えると、自衛権というのは、
ある意味ではもうこれは現行法制を超
えた一つの固有の権利として考えるべ
きじゃないか。これは最終的に完全に
憲法論争になってしまうのではないで
しょうか。

憲法に規定がない

【森 本】有事というものを考えた場合
に、憲法上に規定がないが、国を救う
ということをむしろ優先させて、どう
いう法整備があるべきなのかというこ
とを、国のあり方に立ち返って考える
ということでなければ、憲法の条文に
何にもないのに憲法の枠内で何を決め
るのか、という話になってしまうと思
うのです。
【委員Ｂ】この国では基本法とかいくら
論議したって無駄ですね。基本法その
ものをやるなら、やっぱり憲法を変え

るしかない。憲法を変えるのには、政
党別に憲法を論議したって結論は出な
いと思うのです。この問題だけは、議
員個人が党ではなしに個人的にやろう、
そして国民に聞こうと言うことが必要
と思います。
【森 本】政府が上げようとしているい
わゆる包括法なるものの冒頭のところ
に基本的な理念という部分が必ず入る
と思うのです。それがないと基本法に
はなりません。その部分にこれからの
日本の安全保障のために例えば同盟国
との関係をどうするか、国連にどうか
かわるかという字句がないような基本
法では意味がない。そこを書き込むと
必ず憲法の問題に入ってくる。そこは
二律背反なところに入り込むことにな
ります。
【委員Ａ】自衛権という概念は入れたほ
うがいいのですか。
【森 本】入れないと本来は基本法にな
らないです。日本は構造改革とか経済
改革とかいろいろやっていますけれど
も、本当に重要な国の根幹にかかわる
改革というのはまだ手がついていない。
やはり本当に一番重要な安全保障の改
革をやる必要があるが、それをやると
この基本法の議論に入っていって、憲
法の中に入っていくと思うのです。こ
の通常国会中にそこに行き着くかどう
かということがあります。
【委員Ｃ】11月のアメリカの中間選挙ま
での間に、北朝鮮との戦争が起きる可
能性というのはかなり高いのではない
でしょうか。
【森 本】こういう問題というのは過去
のデータをいくら積み重ねても、なか
なか難しく、本当にわからないのです。
結論としては、北朝鮮にも国内政治が
あるわけで、彼らとしても国内の緊張

［意見交換］
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を一定に維持するために、外の世界に
対して何らかの挑発をする可能性が非
常に高いと思います。しかし、それが
基本的に大きな紛争に発展するという
可能性は、ないのではないかと思って
います。どうしてかというと一つは、
北朝鮮では、資源が枯渇しているとい
うことです。そういう状態でもし戦闘
をしたら現役兵力が110万いると3日と
か4日しか燃料がもたないでしょう。第
2は北朝鮮軍の実態はどうなっているか
というと、DMZ（非武装地帯）の北
100kmのところに総兵力の3分の2がいま
す。その3分の1以上が地下施設に入っ
ているのです。つまり攻勢の状態には
すぐに応じられないという状態なので
す。軍事体制全体が防御体制になって
いる。それからもう一つ、政治的に言
うと、恐らく朝鮮戦争のときと決定的
に違うのは中国とロシアの協力が何も
ないということだろうと思います。そ
れどころか、彼らがブレーキをかけて
くる可能性があると思うのです。不審
船の引き揚げにどうして待ったをかけ
ているのか、本当にわからないのです。
【委員Ａ】やはり探っていくと北朝鮮一
国の話じゃなくて、中国と何らかの連係
プレーみたいなものが出てくるのではな
いかということがあるのでしょうか。
【森 本】政府・与党内には引き揚げに
賛成する意見もあれば、ネガティブで、
中国を刺激するのはおかしいという考
え方をとる人もいると思うのです。
日本の技術をもってすればアメリカ

の協力なくして100ｍぐらいなら揚げら
れるのです。しかし、アメリカに一応
協力させるという形で水域だけはアメ
リカ軍に警戒させて、そして日本の力
で引き揚げればよいと思うのです。そ
うすれば中国は反対しようがない。

【委員Ａ】本当に問題なのは、実際に沈
んだものの中に一体何があったのかと
いうことですね。

船の分析には時間がかかる

【委員Ｂ】あのような船でアメリカの情
報を収集するほどの能力があるのでし
ょうか。
【森 本】アメリカは、北朝鮮がテロ第
2段階の作戦範囲の中に入っていないか
どうか、というのをかなり情報収集し
ていたという証拠をもっていたと思う
わけです。しかし、外洋に出てくる船
を本当に追いかけたいときにだけ日本
に通報してくるのです。アメリカの衛
星は、かつてCIAでコントロールして
いましたが、いまは地域統合軍、シン
クパックが運用できるようになったた
めに、沖縄のSR71という戦略偵察機を
引き揚げたのです。恐らく北朝鮮から
出てきた船は公海上に入った時点で、
アメリカはつかんでいると思います。
今回は日本に通報が来ましたので、わ
が国は対潜哨戒機を飛ばして、そして
何回も写真で撮って持って帰って、こ
れが中国の船でなく北朝鮮のものだと
いうことを分析するまで時間がかかっ
たのです。
【委員Ｃ】中国の船でないということは
その分析でわかるのですか。
【森 本】中国の船でないということを
確認することが非常に大事だったので
す。北朝鮮の船の写真を持っていて照
合して、これは北朝鮮の船だというこ
とを報告し、海上保安庁に捕捉命令が
出ました。それまでに9時間ぐらいかか
っています。

名指しは、外交上のてこ

【委員Ｄ】アメリカが、悪の枢軸の中に

北朝鮮を名指しで入れるということが
国際的に、あるいはアメリカにとって、
またアジアの安全保障の問題にとって
どういうメリットがあるのでしょうか、
あるいはどういうアクションを起こさ
せようと考えたのかでしょうか。
【森 本】前者は、アメリカというのは
レーガン政権のときからソ連を悪の帝
国とかと言っていました。アメリカの
社会の中では、自分たちと価値観を共
有しないで、大量破壊兵器の拡散疑惑
がある国を名指しすることによって、
具体的に目標を決めていくという政治
的意図があります。後で北朝鮮と交渉
するときに、北朝鮮から見ると、あれ
を取り下げてくれという交渉をしない
といけませんから、アメリカはその一
言を言ったことにより外交上のてこを
つくるわけです。
北朝鮮はいままでアメリカの、いわ

ゆる開発疑惑のブラックリストから名
前を下げてくれ、テロ支援国家の名前
を下げてくれというのを必死に言って
いたわけですから、下げる、下げない
というのを交渉のてこに使えます。
【委員Ｂ】ある日突然テポドンが撃ち込
まれるということは、現状においては
ゼロに等しいですか。
【森　本】そんなことはないと思います。
アメリカはああいうふうにして決めつ
けてくると、いままでの約束は守れな
いとかということは北朝鮮の論理とし
てはいくらでも言えますから、ミサイ
ルを撃つこともあると思います。現在
は打たないと約束しているのですが、
その期限は確か2003年に現在の米朝合意
が切れますのでそこまでは何とかなり
ますが、それ以降が分かりません。
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視 点

オスロ合意以降、信頼醸成はなかった

パレスチナの反イスラエル闘争とそ
れ対するイスラエルの反撃は、2000年9
月以来すでに1年半にわたって続いてい
る。この闘争のきっかけになったのは、
首相になる前のシャロン・リクード党
首が多数の警官隊に守られて、2000年9
月に強行したエルサレム旧市街の視察
であった。そこにイスラム第三の聖地
アルアクサ・モスクがあるため、この
闘争はアルアクサ・インティファーダ
と呼ばれている。この名称の元になっ
た第一次インティファーダは、1987年
から数年間にわたって続いた。投石が
象徴となった基本的には非武装闘争で
あったために、イスラエル人に比べて
パレスチナ人の死者が異常に多かった。
今回のアルアクサ・インティファー

ダでは別表に示すとおり、開始以来18
カ月後の2001年3月末時点で1,400人に迫
る死者を出しており、負傷者は5,000人
をはるかに超える。2001年9月11日にワ
シントン、ニューヨークで起きた同時
多発テロに比較してインパクトははる
かに小さいが、イスラエル人、パレス
チナ人の人口をアメリカの人口に換算
すると、44,000人が死んだことになる。

パレスチナ人とイスラエル人の死者の
割合は約3：1である。これは自爆を中
心とするテロの頻発、パレスチナ側が
当初から銃器を闘争手段として導入し
たのがきっかけとなって、イスラエル
軍がガザ、西岸の各地に本格的に侵攻
したことによる。そのため第2次インテ
ィファーダは、第1次とはかなりちがっ
た様相を呈するようになった。
イスラエルとパレスチナは、1993年

のオスロ合意によって双方の承認に至
り、翌年ガザと西岸のエ
リコで暫定自治が始まっ
た。5年間の予定だった暫
定自治の間に信頼醸成を
行い、1993年時点では手
をつけられなかったエル
サレム、パレスチナ難民、
占領地のイスラエル入植
地などの難問解決への糸
口を見いだそうというの
が基本的な考え方だった。
だからオスロ合意ではこ
うした問題はすべて意図
的に先送りされた。現在、
オスロ合意に対する批判
があるが、そもそも難問
を先送りしなければ合意

が成立しなかったのを忘れてはならな
い。
しかし同じ土地を争う双方の関係は

深刻であり、信頼醸成はまったく進ま
なかった。オスロ合意以来何回も交渉
が繰り返されたが、いずれも問題の根
本的解決には手が触れられず、オスロ
合意同様に先送りが主調であった。さ
らに双方の合意が達成された条項につ
いても守られることはなく、見通しが
まったくつかない状況だけがそのまま

「パレスチナ問題は中東紛争の核」は今では悪い冗談

笈 川　博 一
杏林大学社会科学部教授

 双方の死者数   
 月 パレスチナ人 イスラエル人 
 Sept. 2000（29-30） 15 1  
 Oct. 2000 103 10  
 Nov. 2000 110 22  
 Dec. 2000 51 8  
 Jan. 2001 18 6  
 Feb. 2001 20 12  
 Mar. 2001 26 8  
 Apr. 2001 24 7  
 May 2001 45 17  
 Jun. 2001 13 27  
 Jul. 2001 35 10  
 Aug. 2001 35 26  
 Sept. 2001 62 10  
 Oct. 2001 84 14  
 Nov. 2001 37 14  
 Dec. 2001 67 36  
 Jan. 2002 28 16  
 Feb. 2002 81 30  
 Mar. 2002（1-25） 210 67  
 合計 1,064 341  

（イスラエルの人権団体 B'tselem の資料から作成） 
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残ったのである。その原因はどこにあ
るのだろうか。

イスラエル：パレスチナとの共存の
声は少ない

イスラエルでは国民の右傾化が進ん
でいる。東西冷戦構造が崩壊して以来
「右、左」というターミノロジーはほと
んどその意味を失ってしまったが、イ
スラエルでは占領地の保持か返還かで
右左が分かれる。1948年の独立以前か
ら一貫して労働党が政権を担ってきた
が、1977年に右派リクードが政権を獲
得して以来、左右の政権交代が続いて
いる。
イスラエルでは全国一選挙区、完全

比例という選挙制度のために極端な多
党化現象が恒常化しており、いかに少
数政党を取り込んで連合政権を作るか
が鍵となる。2001年に行われた選挙結
果によると、一人党も含めて19政党が
乱立しており、最大の労働党ですら議
員定員120議席のうち24議席と1/5にすぎ
ない。シャロン首相の母胎、リクード
はさらに少なく、19議席のみである。
したがって現政権はリクード・労働党
が相乗りした「呉越同舟政権」となっ
ているが、こうした変則的な形はこれ
が最初でもなければ、最後にもならな
いだろう。世界で初めての首相公選と
いう大統領制と議院内閣制の間を取っ
たような制度も導入したが、失敗した。
より安定した2大政党制にするためには
小選挙区制を導入しなければならない
が、その見通しはまったく立たない。
全体の右傾化とともに占領地内の歴史
的聖地に執着する宗教政党の進出が大
きな問題となっており、ますますイス
ラエルは和平に対する柔軟性を失って
いる。それはまた国民の過半が反対す
る入植地建設につながる。
さらにアルアクサ・インティファー

ダがイスラエル領土内での無差別自爆
テロを中心とすることから、恐怖心が
広がっており、パレスチナ地区への軍
の侵攻に対する支持は高まっている。
2001年の選挙でも前年9月からのアルア
クサ・インティファーダの結果、票が
右に流れた形跡が見られる。兵役拒否、
占領反対の平和運動などがマスコミに
取り上げられるが、マージナルな動き
にとどまっており、主流とはなりにく
い。またシャロンに対する支持は、
2000年7月にクリントン前米大統領がバ
ラク首相（当時）とアラファト議長を
キャンプ・デービッドに招いて行った
トップ会談に対する「反省」でもある。
バラク首相はイスラエルにとって、主
観的には、ギリギリの譲歩を行ったが、
アラファト議長はそれを受け入れず、
対案の提出もなかった。そのためにイ
スラエルはパレスチナと交渉する意味
を見失っている。

「新しい中東」「中東経済圏」は色あせ

ユダヤ人の民族運動シオニズムは、
19世紀末に始まったが、第2次大戦、特
にナチス・ドイツによるホロコストが
なければイスラエル独立には至らなか

った可能性が高い。一方で当時のユダ
ヤ人人口全体の約1/3を失ったホロコス
トは、イスラエルに抜きがたい「滅亡
恐怖症候群」を育てた。それが建国間
もない50年代に、無謀とも言える核開
発を強行した理由であり、テロ以外に
有効な手段を持たないパレスチナに対
して強大な力を行使する原因になって
いる。また冷戦終結とともに中東の力
関係が変わって、1948年、1967年、
1973年に見られたようなアラブ諸国と
の戦争の可能性が極端に低くなった現
在でも、民族滅亡が政治的アジェンダ
になる下地を作っている。
「脱亜入欧」を唱えたかつての日本が、
物理的条件以外アジアに属していなか
ったように、イスラエルは中東に属し
ていない。オスロ合意後にペレス外相
が中心となって提唱した「新しい中東」
はすでに色あせてしまい、90年代半ば
に語られた「中東経済圏」の夢は現在
では出来の悪いジョーク以外のなにも
のでもない。また後述するように、パ
レスチナ和平が他のアラブ諸国との関
係改善に至るというシナリオも実効性
を失っている。したがって大きな犠牲
を払ってまでパレスチナとの共存を求
めるインセンティブは高くない。
イスラエルが中東の国家であること

を意識し、滅亡症候群から自由になる
ためには、世帯交代が必要だろう。現
在の状況では、シャロン政府の辞任、
総選挙になったところで事態が大きく
変わることはない。労働党にも新しい
ビジョンを開ける指導者がいるわけで
はなく、リクードはあたりこそシャロ
ンより柔らかいものの、和平反対では
人後に落ちないネタニヤフ元首相の返
り咲きの可能性すらあるからだ。

パレスチナ：オスロ合意に幻想

オスロ合意が調印された日は、イス

笈 川　博 一 氏
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ラエル人にとってもパレスチナ人にと
ってもエクスタシーの瞬間だった。そ
の日、筆者はベツレヘムにいたが、車
はクラクションを鳴らしながら、当時
違法だった巨大なパレスチナ「国旗」
をなびかせて走り回った。警戒中のイ
スラエル兵は笑いながら見ており、そ
れを制止しようとはしなかった。同じ
ようなエクスタシーは1977年にもあっ
た。故サダト・エジプト大統領のエル
サレム訪問である。イスラエル人はそ
の日、ほとんど例外なしに戦争と流血
の集結を予感した。しかしその予感は2
年後の平和条約調印までの長い交渉の
中ですり切れていく。和平はロマンで
はなく、散文的な交渉と、幾多の協定
をふくむ冷厳な政治的プロセスである。
パレスチナはそれに対する用意が出来
ていなかった。指導者たちもまた建国
が栄光からは遠い、灰色の長くつらい
プロセスであることを自覚していなか
ったように見える。オスロ合意から一
年後にアラファトがチュニスからパレ
スチナに移れば、それで一挙にすべて
が解決するかのような幻想がパレスチ
ナにもイスラエルにもあった。
暫定自治政府が発足したとき、4万人

以上の警官隊が組織された。250万人の
人口に対する4万人の警官は、人口1億
2,000万人の日本に直すと、警官は192万
人になる。現実には日本の警官は23万
人で、8分の1以下上だ。しかも稼ぎ手
一人が約10人を養っているパレスチナ
の現状では、人口の1/4近くが生産とは
関係のない警官の職で暮らしているこ
とになる。警官がこれほどに増えてし
まったのには二つの理由がある。アラ
ファトは1982年にレバノンから追放さ
れたPLA（パレスチナ解放軍）の老兵
に対する手当をしなければならなかっ
た。もう一つの理由はこの「力」が政
権の存続を保証すると考えられたから

である。
暫定自治政府は、日・米・EUなどか

ら初年度5億ドルを超える援助を受け
た。その上に、占領時代に投資先がな
かった地元の資金がほぼ同額出てきた。
そのため自治政府本部が置かれたガザ
を中心に、一大建築ブームが起きたの
である。しかし2002年3月に世界銀行が
まとめた資料によると、パレスチナの
経済活動のかなりの部分がイスラエル
への出稼ぎ、「輸出」によっていること
が明らかになった。世銀の資料を基に
したグラフ（フィナンシャル・タイム
ズ2002年3月28日）に見るように、自治
区から外への交通が遮断される日数と
パレスチナ経済の伸縮は見事に相関し
ている。アルアクサ・インティファー
ダを経て、パレスチナ人一人あたりの
収入は自治政府が発足した1994年比で
30％の落ち込みを示している。アルア
クサ・インティファーダ前に4.82億ド
ルだった援助は、2001年にはアラブ連
盟、EUを中心に9億ドルに増加した。
それにも関わらずGDPは12％、税収は
80％落ち込み、失業率は30％に増加し、
人口の半分が一日あたり2ドル以下の貧
困ラインを割り込んだ。
イスラエルとパレスチナの一人あた

りGDPを比較すると10：1である。こう
した状況の中で経済再建を図る方法は
明らかだ。しかしアラファト議長が前
面に出したメッセージはイスラエルと
の対決姿勢だった。繰り返されたイス
ラエルとの交渉で強硬な姿勢を示すた
びにその支持率は上がった。しかしそ
のたびに経済活動が阻害され、失業率
が上がり、自治政府の税収は減少する。

国造りの基本線を絞りきれなかった

アルアクサ・インティファーダには2
種類の力が働いているように見える。
一つはハマス、イスラミック・ジハー

ドなどのイスラム原理主義勢力である。
彼らはイスラエルとの和平という概念
そのものに反対しており、自爆テロを
中心に反イスラエル闘争を繰り返して
いる。2002年3月27日に21人の死者を出
した最悪の自爆テロがその例だ。もう
一つはアラファト議長の勢力基盤とな
っているファタハなど近代主義的組織
による攻撃である。イスラエルはこの
部分について、アラファト議長の指揮
下で行われていると分析しているが、
議長の指導力低下による下部の突き上
げだとの情報もある。こうした事態の
中でアラファト議長が犯した決定的な
誤りは、国家造りの基本線を絞りきれ
なかったことにあるのではないか。民
族解放運動時代にはあらゆる流れを制
限せずに闘争を進めることが必要だっ
たが、国家建設の段階になれば一定の
方向を示す必要が出てくる。原理主義
的国家を目指すハマスと、近代主義の
ファタハが共存することは出来ない。
しかしアラファト議長はハマスとの対
決姿勢をとらず、米・イスラエルの圧
力があるときのみハマス・メンバーを
拘禁するなどしたが、徹底はしなかっ
た。
自治政府の支持率は落ちている。ア

ラファトの支持率はアルアクサ・イン
ティファーダ直前の2000年7月に46％だ
ったのが、2001年12月には36％に低下
した（図はいずれもPalestinian Center

for Policy and Survey Researchによる）。
彼の率いるファタハ支持率は同時期に
37％から28％になった。それに対して
ハマスなどイスラム原理主義の支持は、
同時期に17％から25％に増加している。
それ以降の世論調査は行われていない
が、2002年3月にパレスチナ人の死傷者
が急増した結果がどうなるかが注目さ
れる。しかしアラファト支持が増加に
転じることはないだろうが、4万人の警
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官隊が彼に忠誠を示している限り、ア
ラファト体制が揺らぐことはない。
自治政府最大の失敗はその腐敗構造

にあるのだろう。2001年12月の世論調
査では、パレスチナ人の実に74％が自
治政府には腐敗があると感じており、
60％が腐敗はさらに増加するか現在の
ままであると答えている。腐敗が存在
するかどうかは知らない。しかし問題
は、「国民」の大多数が自治政府が腐敗
していると考えているところにある。
経済政策の失敗による貧困・貧富の格
差増大と、腐敗による社会正義の顕在
化が原理主義勢力を育てるのはアラブ
世界のあちこちで見てきたことであり、
パレスチナもその例外ではない。

アラブ世界：パレスチナに冷淡

アラブ首脳会議が、2002年3月に15年
にわたる内戦の傷から復興しつつある
ベイルートで行われた。しかしパレス
チナをふくむ22カ国のうち、首脳が参
加したのは半分の11カ国にとどまった。
アラブ首脳会議に首脳が欠席するのは
珍しいことではないが、この会議を対

アメリカのテコにしているムバラク・
エジプト大統領、アブダッラ・ヨルダ
ン国王が直前に欠席を伝えたのは異常
である。両者ともレバノンの原理主義
組織ヒズボラによる攻撃の可能性があ
ることを理由に挙げたが、それが本当
の理由であると信じるものは少ない。
この会議の主題は、サウジアラビア

のアブダッラ皇太子が2月に発表したイ
スラエルとアラブ諸国の和平案に関す
るものだった。1967年以来の「土地対
和平」理念をそのまま踏襲したもので、
新しい点はない。注目すべきは、それ
をサウジアラビアが提案したというこ
とにある。これは二つの意味を持つだ
ろう。アブダッラの前後に王位継承権
を持つのは、親米のスデイリ家出身者
だった。それが、アブダッラが国王に
なることでサウジアラビアが対米姿勢
を変えるのではないかとの疑念があっ
たが、この提案はそれを払拭した。も
う一つは、イスラエルとの和平問題で
もっとも腰が重いと考えられてきたサ
ウジアラビアが、この提案を行うこと
でその中東政策を変更させ始めている

のを示す点だ。
昨年9月の同時多発テロは、首謀者も

実行者の大半もサウジ出身者であるこ
とがほぼ明らかになった。ビンラーデ
ィンは1990年、イラクがクウェートに
侵攻して以来、異教徒の力でそれを撃
退することに反対を唱えてきた。湾岸
戦争以来アメリカ軍がサウジアラビア
に駐留しているが、それは彼にとって
イスラムに対する冒涜であり、イスラ
ムの聖地メッカ、メディーナを守れず、
異教徒を導入したサウド王家は存在理
由を失ったのである。ビンラーディン
によれば、イスラム信仰による力は彼
自身が参加したアフガニスタンでソ連
軍を撃退したことで証明されている。
サウジアラビアはそうした考え方が国
内に広がりかねないことに脅威を感じ
ている。より悪いことには、ビンラー
ディンはまさにサウジアラビアが目指
すものを体現しているのである。今後
も油価が大幅に値上がりする可能性が
小さい中で、急増する人口にどう対処
するかが大きな問題となっている。そ
のための戦略的選択をアブダッラがし
たのではないだろうか。
パン・アラビズムが政治的アジェン

ダでなくなって以来、アラブ世界はほ
ぼ一貫してパレスチナに対して冷淡だ
った。「パレスチナ問題は中東紛争の核」
といわれた時期ですら、アラブ諸国の
政策決定者にとってこのテーゼは真実
ではなかったが、今では悪い冗談にな
ってしまっている。ただし自国政府に
長い間そう教育されてきた一般の人々
には、別の受け取り方がある。アラブ
諸国のような独裁体制ですら情報があ
ふれ、グローバリゼーションの波に洗
われて、一般民衆の意識と力を無視で
きなくなっている。90年代に10万人以
上の死者を出した大規模な内戦を経験
したアルジェリアは、民衆の意志を無

Palestinian economy
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視した結果を示している。しかし首脳
会議によるパレスチナ支持決議などの
リップ・サービス、資金援助以外にそ
れを具体化する方法がないのも事実で
ある。

アメリカ：それでも唯一の仲介者

アメリカは3月の大衝突を機に、ジニ
特使を再び派遣して停戦交渉を開始し
た。しかしこの派遣は、同時期に中東
諸国を歴訪して、来るべきイラク攻撃
の地ならしをしたチェイニー副大統領
の援護射撃であった。そうではなかっ
たのかもしれないが、パレスチナもイ
スラエルもそう理解した。ただでさえ
困難な停戦交渉はその第一歩からつま
ずいたと言わねばならない。
ブッシュ政権は2001年はじめに就任

して以来、パレスチナ問題には冷淡だ
った。双方に交渉する機運が生まれた
ら仲介者として乗り出す用意がある、
という政権発足当時のスタンスは、ク
リントン前大統領の失敗から得た教訓
である。クリントンは2期目末期の2000
年7月に、バラク・イスラエル首相、ア
ラファト自治政府代表をキャンプ・デ
ービッドに招いてトップ会談を行った。
同席したオールブライト国務長官は、
宮崎で行われた外相会議を欠席、大統
領自身も沖縄サミットに遅刻してまで
の努力をはらったが、結果は失敗だっ
た。クリントンの評価では、失敗の原
因は主としてパレスチナ側にあった。
それでも翌年はじめまで断続的に続い
たイスラエル・パレスチナ交渉に強力
な介入を続けて、イスラエル側からさ
らに譲歩を引き出したが、それでもパ
レスチナ側の賛成は得られなかった。
交渉はイスラエル総選挙で時間切れに
なり、バラクの譲歩姿勢はシャロンの
強攻策に破れた。交渉の最終段階に並
行してアルアクサ・インティファーダ

が起こったこともシャロン有利に働い
たと言えるだろう。
パレスチナ問題に限らず、中東和平

にはアメリカの仲介が不可欠である。
そういう状態はアイゼンハワー大統領
が1956年の第二次中東戦争の戦後処理
をして以来一貫して変わらない。国連
は無力であり、EUにはどれほどの影響
を及ぼす力もない。そのアメリカは4年
ないし8年ごとに大統領の交代するとと
もに官僚の総入れ替えが起こり、外交
方針も大きく変わる。しかし変わらな
いのはアメリカの「親イスラエル・ス
タンス」だ。アメリカのユダヤ人は、
多くのロビー活動の中でももっとも優
れたものを長年にわたって運営してお
り、それが近い将来に変わる可能性は
少ない。そのためホワイトハウスより
も議会の方がより強硬である。したが
って、アラブ諸国の言うアメリカの
「二重倫理」は確実に存在する。にもか
かわらず、アメリカが唯一の仲介者で
ある状況はさらに続くだろう。

展望：現状のままでは両国の譲歩は
無理

アメリカは3月、国連・安保理事会に
パレスチナ国家独立をふくむ決議案を
提出した。さらに同月末には、あらた
に侵攻を始めたイスラエル軍に撤退を
求める安保理の勧告にアメリカも賛成
した。アメリカは、イラクに対する再
度の攻撃にアラブ諸国の賛意を得よう
とすれば、パレスチナ問題に方向性を
つけなければならないという必要性に
迫られている。イラク攻撃にはサウジ
アラビアなどアラブ諸国内の基地が必
要になる。もし伝えられるように、ア
メリカが近い将来にサダム・フセイン
政権の打倒を目標にしたイラク攻撃を
考えているとすれば、作戦そのものだ
けではなく、事後処理にもアラブの協

力は不可欠だ。それでもなおテロに対
するアメリカの見方は厳しい。パレス
チナが同国を味方につけようとすれば、
テロだけは押さえなければならない。
上述したように、イスラエルとパレ

スチナが現状のままで譲歩できる可能
性は小さい。

日本の役割：中東には情報も人脈も
ない

「日本は中東で手を汚していないか
ら、中東和平に大きな役割を果たすこ
とが出来るはずだ」という虚構は、一
体誰が言い出したのだろうか。1973年
の第4次中東戦争にともなって起きたオ
イルショック時には、第一次大戦前後
にアラブを植民地化し1956年にはエジ
プトに対して侵略戦争を仕掛けたイギ
リスとフランスが、石油の供給削減を
受けない「友好国」として承認された
事実は、手が汚れているかどうかが影
響力の基準にならないことを示してい
ると言わねばならない。不条理なまで
に親イスラエル姿勢を貫き、選挙のた
びにエルサレムに大使館を移す案が出
てくるアメリカは、もっとも手が汚れ
ている。イスラエルがパレスチナを攻
撃する戦闘爆撃機、攻撃ヘリコプター
はアメリカ製であり、3月31日現在ラマ
ッラでアラファト議長を包囲している
戦車のエンジンもまたアメリカ製であ
る。それでもアメリカ以外の仲介者は
いない。
日本が戦後50年間にわたって国際政

治の場に出ることを自制したツケが、
今、回ってきている。その日本が短・
中期的に中東和平に現在以上の役割を
果たせる可能性はほとんどない。もし
長期的に日本が国際政治に発言権を得
ようとするなら、その処女舞台は中東
ではないだろう。中東には民族主義、
宗教、エネルギー資源などの問題が複
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雑に絡み合っており、「手を汚していな
い」我々には十分な情報も人脈もない
からだ。
すぐにでも日本ができることが一つ

ある。パレスチナ向けODAの厳正執行

だ。残念ながら、年間1億ドルの日本
の援助のうち、10～15％がリベートと
して自治政府にわたっているとの情報
がある。隠されていてもリベート支払
いは国内法に違反するのみならず、自

治政府の腐敗の原資となっている。そ
れを拒否すると援助案件は成立しな
い。それなら案件を成立させなければ
よい。

MOX燃料はウラン燃料と同様安全
─MOX利用国際セミナー─

●原子力はリサイクル社会に貢献するエ

ネルギー

わが国でのプルトニウムとウランの混
合燃料（MOX燃料）の理解を図り、そ
の利用を促進するため、核燃料サイクル
開発機構（サイクル機構）が主催し、電
気事業連合会及び日本原燃（株）が共催
する「MOX利用国際セミナー」が、
2002年2月18日～19日に東京で開催され
ました。
サイクル機構自身は、その前身である
動力炉・核燃料開発事業団の時代から35
年にわたり、高速増殖炉及び新型転換炉
においてMOX燃料の利用に係る技術開
発を行い、その多くの知見を蓄積してき
ました。この国際セミナーでは、その知
見と国内でのMOX燃料利用の実績、さ
らに海外原子力事業者（仏、英、ベルギ
ー）によるそれぞれ自国でのMOX利用
に関する経験や動向の紹介が行われまし
た。
セミナーでは、藤家・原子力委員長が
基調講演で、「21世紀の人類が目指す社
会はリサイクル型で、資源の完全利用
（リサイクル）と有害物質の無放出（ゼ
ロリリース）を保証する技術の開発が必
要である。原子力はこのリサイクル型社
会の実現に貢献する技術であり、リサイ
クルとゼロリリースを目標とする核燃料
サイクルの技術開発を行うべきである」
と、本来の原子力技術のあり方について
再確認されました。さらに、「軽水炉で

のMOX燃料利用（プルサーマル）は、
リサイクル社会を実現するための1ステ
ップであり、非常に重要な技術である」
と、原子力発電所でのMOX燃料利用の
必要性・重要性を訴えました。
各国からの講演では、MOX燃料は欧
州を中心に軽水炉で利用され、フランス
では20基、150炉・年（各発電所での利
用年数を合計したもの：のべ数）以上、
1,500体以上のMOX燃料が利用、1体の
燃料破損も無く、十分な実績があること
の紹介がありました。ベルギーにおいて
も、1963年からMOX燃料の利用が始ま
り、MOX燃料体の生産量も1986年以降、
1,350体を超えるに至っています。
日本でも高速炉用、新型転換炉用の

MOX燃料を今まで170トン生産した経験
があり、その豊富な利用経験についても
サイクル機構から報告されました。この
ように、MOX燃料の利用については、
各国とも十分な実績を有しており、ウラ
ン燃料の取扱いと何ら変わること無く、
同様に安全に運転されていることが報告
されました。

●原子力全般が分かるようなセミナー構

成が

続いて、MOX利用の意義について、
MOX燃料の発電所での利用が計画され
ている福井・新潟の立地地域の関係者、
国内外電力会社、サイクル機構の関係者
によるパネル討論が行われました。討論

では「プルサーマルと同様に、原子力政
策についての国の顔が見えない」「立地
地域では、今回のセミナーのように原子
力利用を総合的に理解できるような取り
組みがない」など、活発な意見が述べら
れました。プルサーマルのみの必要性や
重要性だけを理解してもらうような取り
組みでなく、わが国の原子力利用・政策
全体の中でのプルサーマルの必要性が理
解できるような取り組みが必要であるこ
とが改めて認識されました。
パネル討論の最後に、座長を務められ
た日本経済新聞社論説委員・鳥井氏か
ら、事故・トラブルを無くして、資源枯
渇・地球環境破壊といった問題の解決策
となりうる核燃料サイクルの実現を目指
す必要があるとの高い視野に立ったまと
めがなされました。
このようなセミナーを通して感じられ
ることは、一般の方々からすれば、研究
機関であれ電力会社であれ原子力の場合
には同一視される傾向にあり、それぞれ
に安全第一を旨として、日頃から緊張感
を維持しつつ経験を重ね、信頼を得てい
く必要があります。当然、施設が立地す
る地域の方々は、原子力に対する大切な
サポータであり、助言者でもあるわけで
すから、日頃から十分な情報提供や、こ
のようなセミナーの地域での開催によ
り、一層の理解を得ることが重要である
と痛感しました。

いんふぉ くりっぷ 
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#5

金沢は時雨
し ぐ

れていた。金沢というと

なぜか、霙
みぞれ

や雪、低くたれこめた暗い

空が浮かんでくる。私を迎えてくれた

時雨は、そんな季節の到来を知らせる

風物詩のように思えた。

宿は、金沢城址公園と兼六園にほど

近い香林坊の傍であった。一日早く着

いた私は、城下町の面影がいまも残る

町並みを、地図を頼りに歩いた。犀川

まではわずかな距離であった。室生犀

星の文学碑は、犀川の畔に建てられて

いた。流し雛をかたどった赤御影石の

碑である。刻まれた詩が、時雨に濡れ

ていた。

あんずよ

花着け

地ぞ早やに輝やけ

あんずよ花着け

あんずよ燃えよ

金沢は、泉鏡花や徳田秋声、そして

犀星らを生んだ街である。ふるさとは

遠くにありて想うもの、と詠った犀星

ではないが、文学のかおり豊かな町並

みは、私のような他国者にまで、郷愁

を誘うのである。

その金沢で、平成13年10月16、17の

両日、第16回日台原子力安全セミナー

が開かれた。新しく友人になった工程

師学会常務理事の陳文源さんと成功大

学教授謝牧謙さんが、台湾の代表団に

加わっていた。「 好」、満面を笑い崩

した二人と握手を交わすと、胸にこみ

あげるものがあった。

昨年（2000年）7月のことだ。私は、

石川迪
みち

夫先生（原子力発電技術機構特

別顧問）と、台湾の工程師学会が主催

した『核四該不該建──核電政策與安

全──』検討会に招かれて講演した。

石川先生は安全性について、私は『日

本における原子力政策の歴史と今後の

課題』について、語って欲しいという

のであった。

この年（2000年）、3月に行われた総

統選挙で、台湾では初めて民主進歩党

の陳水扁総統が誕生した。「原発の新

設反対、既存原発の全廃」を党綱領に

掲げていた民進党は、すでに30％を超

える進捗率をみていた第4原子力発電

所の工事中止を打ち出す。既存の原発

6基も2026年までに全廃するとの方針

を示してきたのである。政局は一挙に

緊張した。そんな折りであった。「工

程師の連中が心を痛めている。原発反

対の社会党で、原子力の開発利用を進

めるべきだとの立場から党内論争をし

てきた経験を聞かせてほしい」、とい

うのが陳文源さんの注文であった。シ

ンポジュウムの会場には約400人の学

者、研究者、技術者が集まって熱気が

あった。私はこんな話からはじめた。

日本で研究炉が竣工したのは1957

年です。中国の研究原子炉は1958

年でした。私は切手収集が趣味で、

これらの記念切手を大事にしてい

ます。台湾では1961年に原子炉落

成記念切手が二種発行されまし

た。八角の切手は原子炉の冷却プ

ールを描き、2元の切手は吊るさ

れた櫓の、水に入った部分の先が

紫がかった色に光った、チェレン

コフ効果といわれる現象を図柄に

したものです。精華大学の研究炉

落成を記念した実に美しい切手で

す。私は、台湾も日本と同じころ

に原子力の研究に取り組んでいた

と、切手から知り、深い感慨を持

ちながら、この壇上に立たせても

らいました。

私は、日本の原子力開発利用の歴史

を語った。政党は政権を獲るために存

在する。持続的に経済を成長させ、生

活を豊かにすると国民に約束しなが

ら、これを支えるエネルギー政策を持

たなくては、政権担当能力を疑われよ

う。原子力の利用を否定して果たして

可能なのか。私は、そんな思いで党内

論争を挑んだのである。

私のエネルギー史断片（その三）

他山石可以攻錯

後 藤 　 茂

にーはお
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社会党の特徴的な反対意見を政策化

したのが1979年につくられた『ソフト

エネルギー30年戦略』であった。ソフ

トエネルギー3割、石油3割、石炭3割

の供給体制をとれば、原子力は必要が

ないというのであった。しかし、ソフ

トエネルギー3割一つとってみても説

得力がない。ただ反対の声を過激に叫

ぶだけで、まともな論争にならなかっ

た。

いうまでもなくイデオロギーが先行

すると、政策の整合性はなくなる。原

子力反対ですべてを律しようとする無

理は、政策を硬直させ、国民の信頼を

失わせた。このような非現実的政策か

ら脱けきれない党は分裂する。社会党

は社民党に名をかえたが、イデオロギ

ー的思考からいまも脱却していない。

さらに私は、台湾の原子力政策につ

いて、つぎのように述べた。

台湾がどのような選択をするかにつ

いて、とやかく言う立場にはないが、

原発の新設に反対、稼働中の原発も段

階的に閉鎖するとの公約を、政権をと

ったいまどうするのか。第4原発評価

委員会を設置して各界の意見を聞き、

適切な判断をするとのことであるが、

将来のエネルギーの安定確保、国民生

活、産業活動への影響、環境問題等を

考えて、政争の具にすることのないよ

う理性的に対処してもらいたい、と。

「原子力開発利用の先行きを心配し

ていた工程師学会の会員も、このシン

ポジウムに集まったことで、大変元気

がでてきた」、と感謝されて嬉しかっ

た。とくに陳文源さんからは、『高瞻
たん

遠
しょく

』と彫金した額まで贈られた。

──志は高く眦
まなじり

は遠く見つめて── い

い言葉だ。中国のように簡体字にしな

い台湾では、難しい漢字がそのまま使

われている。漢文を学んだ世代の私は、

その字面を見つめていると、凛とした

気迫を感じるのである。

ところで、事態は、さらに悪化する。

原発推進を主張していた唐飛・行政院

長（首相）が辞任し、代わって首相の

座に就いた張俊雄行政院長は、第4原

発の建設中止を決定したのである。立

法院の決定を行政院が踏みにじるとは

何事か、と、立法院では絶対多数の国

民党が激昂する。陳総統不信任に発展

しそうな政局となった。

私は、再度訪台を請われた。自民党

の甘利明衆議院議員と石塚昶雄原産会

議事務局長と一緒に、年も押し詰まっ

た12月18日、台北に飛んだ。駆け足で、

行政院の林信義経済部長、張昭雄親民

党副代表、江丙坤国民党国家政策研究

基金会長、さらに原子力委員会の皆さ

んに会い、日本での取り組みを説明し、

選択を誤ることのないように、精力的

に意見交換をしたのである。

立法院を訪ねたとき、王金平議長が

私を抱きかかえるようにして迎えてく

れた。議長とはつい5ヶ月前に会った

ばかりである。その日はたまたま私の

誕生日であった。議長からケーキを贈

られ、ナイフを入れる私を囲んで、お

祝いの歌を唱ってくれたのである。議

長の、友を迎える友情の厚さに感激し

たのであった。私は、そのときの喜び

を伝えながら、建設の予算執行を決め

ている立法院の権威を、しっかりと守

っていただきたい、と強く要請した。

「新しい考えを教えていただきありが

たい。われわれの考えをもっと前に出

すべきだと痛感した」。王議長が力強

く確約してくれたこの言葉のとおり、

大法院まで持ち上がった第4原発問題

は、翌2001年1月、建設を再開する方

向に決まったのであった。

先日，立法院議員孫国華さんが私を

訪ねてきてくれた。孫議員は博士号を

もち、立法院でも唯一の原子力研究者

で、当然、はげしい論争が展開された

第4原発に話がはずんだ。そして、「こ

れは立法院からのお土産です」、と立

法院編印の分厚い本をいただいた。題

名は『立法権之維護與堅持』とあった。

王議長に繰り返し言った私の言葉が、

そのまま使われている。私は心の高ぶ

りを抑えることができなかった。

金沢で再会した陳文源さんと謝牧謙

さんは、その喜びを事細かく聞かせて

くれた。私の胸にこみあげてくるもの

があったのも、そんな苦労を共有して

いたからだろう。私は、つい七年前の

ことを思いだしていた。日本の原子力

発電の現状と、各界のオピニオンリー

ダーの考えを理解するためにと、台湾

の映画ロケ班が来日、私もインタビュ

ーを受けたのである。送られてきたビ

デオを見ると、『他山石可以攻錯』と、

なかなか味わい深い題名であった。

日本でもよく知られているが、辞書

を引いてみると『他山之石可以攻玉』

とある。中国最古の詩扁、「詩経」に

ある言葉だ。関係のない人の言行でも

自らを戒める教訓として、自分のもっ

ている玉を錯
やすり

で攻
みがく

ことである。台湾の

原子力とかかわりをもって、むしろ私

のほうが、「他山之石」を噛みしめた

のであった。

帰路、足をのばして山中温泉に寄っ

た。千三百年の昔、僧行基が発見した

と伝えられている名湯である。私がこ

の湯に杖を引いたのは、今回で二度目

だ。久しぶりの湯ぶねに、ゆっくりと

体を沈めた。金沢では冷たい時雨に見

舞われたが、きょうは快晴、紅葉がは

じまっている。そのさきがけ顔に、ど

うだんツツジが深紅に燃えていた。

たまには一人旅もいいものである。

宿の丹前に着かえて、下駄の音をから

ころ鳴らしながら、街にでてみた。

人々が一日の疲れを休めるという共同

浴場『菊の湯』の傍に、高浜虚子の句

碑があった。



24 Plutonium  No.37    Spring  2002

秋水の音高まりて人を想う

私は、岡良一さんを想いだしていた。

そういえばこの温泉には、当時金沢市

長をされていた岡さんに招かれて来て

いる。岡さんは代議士のころよりも枯

れていた。名市長として市民からも慕

われていたが、そんな市長さんが、久

しぶりに帰ってきた息子を迎えたかの

ように、歓迎してくれたのである。二

十数年昔になるだろうか、そういえば、

この日とおなじ秋の季節であった。紅

葉した樹木が、時雨に濡れていた光景

が、浮かんできた。

私は、前に、原子力基本法が国会に

提案されたとき、賛成討論に立った社

会党の岡良一議員の原稿作りを手伝っ

たと書いたが、岡さんと二人で草稿を

練った日のことを、温泉の湯けむりの

なかに、懐かしく思いだしていた。

賛成の主旨説明のところはそれほど

考えることもなく筆がすすんだ。さて

最後をどうしめくくるか、である。そ

うだ議員立法だから政府に釘をさして

おこう、ということで、「若干の希望

を添えて賛意を表する」と、次の四点

をあげたのである。

第一に、平和利用を政府としても徹

底してもらいたい。

第二に、原子力の管理という面にお

いては、これが精神と物質

の世界にまたがる革命的な

動機を作りあげるものであ

るという観点から、法律の

運営に十分なる検討をたま

わりたい。

第三に、国際的な協力、日本の研究

の業績を他国に通報する以

上に平和利用に対して積極

的に呼びかけてもらいた

い。

第四に、国民が莞爾
かんじ

として国の原子

力開発利用のために協力を

するというためには、

障害の防止はもとより、納

得のいく補償が与えられる

ような立法措置をとっても

らいたい。

このうち第二点は、よく理解できな

かったが、精神科の医学博士、岡さん

らしいなと、感心した記憶がのこって

いる。岡さんは、「精神と物質の世界

にまたがる革命的な動機」という表現

に、なんだか、えらくこだわっていた。

ところで第四点だが、しばらく私の

書いている手元を見ていた岡さんが、

突然、「後藤君、莞爾として、と入れ

ようや」、と大きな声をあげた。あの

ちょぼ髭の顔（当時ちょぼ髭をはやし

ていた政治家は、十本の指を数えてい

た）を、いたずらっぽくほころばせて、

私の同意を求めてきたのである。私の

書いていたのは「国民が国の原子力開

発利用のために協力を…」であった。

そこへ「莞爾として」を挿入しょうと

いうのである。明治38年（1905）生ま

れの岡さんの口から、莞爾、という時

代がかった言葉を聞いて、なにか妙に

感心していた。

明治時代の小説を読んでいると、と

きに、莞爾という言葉に出会うことが

ある。そんなとき、ふと岡さんの顔が

浮かんでくる。いま国民の多くが、莞

爾として、原子力開発利用に協力する

ような環境にないだけに、私は岡さん

と、深夜の議員会館で原稿書きをした

日のことを、懐かしく思い出すのであ

る。

「わが党はもろ手をあげて賛成す

る。」──原子力基本法にたいする社

会党を代表した岡さんの賛成討論は、

この言葉で結ばれている。

岡さんにはよく小料亭に誘われたも

のだ。いつも四畳半であった。仲居さ

んも芸者さんも入れないで、料理をつ

つきながらの話しは楽しかった。「僕

は原水爆の禁止を訴えながら、国の内

外を遍路の旅をしたんだよ、君」。話

は、いつもこの言葉からからはじまる。

1954年9月、ロンドンで行われた社会

主義インター第4回総会で「原・水爆

の実験、生産、保有、使用の禁止、そ

の全面的廃棄に関する決議案」を提出

したのが、岡さんの行脚のはじまりで

あった。

岡さんは自らの話しに酔うと、三味

線をとりよせて爪
つま

弾
び

く、小唄や端唄を

聞かせてくれる粋
いき

な人でもあった。

『誰にもやさしい原子力発電』（1967年

刊）の本も出した岡さんは、昭和56年

（1981）に他界された。その遺志によ

って寄託された基金は、「岡文化賞」

としていまも生き続けている。この基

金は、金沢市内の中学校の文化活動を

助成し、情操豊かで創造的な生徒の育

成に役立てられている。また岡さんは、

金沢大学内に、共同利用施設として

「低レベル放射能実験施設」を置くこ

とに尽力された。そんな一面も知って

もらう意味で、ここに触れておいた。

思い出して、岡良一著『核軍縮の夜

明け』（1968年刊）を開いてみた。こ

の本からは、世界における原子力の利

用の歴史を辿って、「一日も早く平和

利用の夜明けを迎えたい。人類が原子

力のもっている強大な破壊力におびや

かされている現状を早くのりこえて、

そのような不安と恐怖から解放された

い」との熱い思いが伝わってくる。当

時原子力委員だった有澤廣巳さんは、

「核拡散防止条約をとらえて、核軍縮

と原子力の平和活動の契機としたいと

いう岡さんの思いが貫かれている」、

と序文を寄せている。

いまやレクイエムとなったこの本を

読み直してみると、原子力に注いだ岡

さんの熱情が、こころに沁みてくるの

である。
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アメリカの雑誌「Bulletin of the Atomic
Scientist」の表紙には、人類が破滅する核戦
争までの時間の猶予を示した時計がありま
す。非常に残念ながら、核軍縮が進んでいな
いことやアメリカがABM条約脱退を宣言し
たこと、さらにはテロリストが核兵器や生物
兵器の保有可能性があることなどにより、本
年2月27日にこの時計が核戦争開始7分前まで
に進められました。この時計の掲載に意味が
なくなる日はいつ来るのでしょうか。遠い将
来ではなく、近い将来でありますように。
パレスチナを巡る中東情勢が緊迫化し、イ

ラクなど中東諸国の一部では、石油の取引を
武器にするという考えもあるようです。エネ
ルギーの安全保障からもエネルギー源の多様
化を図ることは、今後も重要な政策であると
思います。

フランスは今春に大統領選挙と国民議会議
員選挙、ドイツでは今秋に連邦議会議員選挙
があります。その選挙活動においてエネルギ
ー問題は大きな論点の一つになることは間違
いありません。原子力発電を政争の具にする
のではなく、冷静な目で現実を見、将来のエ
ネルギー安定供給のあり方を考える良い機会
となることを期待します。
東北電力（株）の女川3号機が1月30日営業

運転に入りました。21世紀の世界で初めて運
転開始された原子炉であり、わが国にとって
は4年6ヶ月ぶりのことです。わが国でもプル
サーマルや発電所の新規立地について厳しい
状況が続いていますが、着実に原子力発電を
行っていくことが必要であることには違いあ
りません。
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